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平成21年3月

福島県精神保健福祉センター
はじめに　　－　自殺は予防できる

　平成10年から全国で自殺者が増え、全国で3万人、県内でも600人前後の方が、毎年、自殺で命を落としています。こうした事態を受け、当初、手探りで始めた自殺対策でしたが、ようやく全国的、全県的に広がりつつあります。もっと、早くなんとかできなかったのか、という思いもありますが、全国的、全県的に取り組むためには、国民・県民のひとりひとりが、「なんとかしなければ」という思いを共有することが必要です。

　そうです。自殺は予防できます。でも、一部の人の努力だけで予防できるわけではありません。みんなが思いを共有して、初めてできることなのです。

　では、何をすればいいのでしょうか？

　キーワードは「気づき」と「支え」です。

　家庭で、学校で、職場で、また業務として、お互いの心の健康に配慮し、支えあうこと、それが基本です。

　行政の役割は、それをいかに忠実に実践し、またいかに多くの人に参加してもらうか、という点にあります。市町村ならではの工夫が求められているのは、まさにその点にあります。住民の生活の身近な場面で、自殺予防に取り組み、自殺予防の意識を広め、みんなに参加してもらうように、知恵をしぼってください。

　皆さんの取り組みが、実を結ぶことを期待しています。

平成２１年３月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福島県精神保健福祉センター

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所長　　畑　哲信
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第１章　
福島県の自殺の現状

１　自殺者数の年次推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　

平成１０年から急増した自殺者数

自殺死亡率は、平成１０年以降、全国的に上昇し、福島県でも同じ傾向が見られた。その後も上昇傾向にあり、平成１９年の福島県の自殺死亡数は５８９人（10万人あたり死亡率２８．６）となっている（全国でワースト第９位）。これは、毎日１～２人が自殺により死亡していることになる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※資料：厚生労働省「人口動態統計」　　　　

２　性別・年齢階級別自殺率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

自殺は、中高年の男性に多い。
自殺者を男女別に見ると、男性については総数と増減の動きは一致しており、平成10年以降350人を超える状態が続いており、H17年は、４７１名と最も多かった。女性については、150人前後で推移している。
　
[image: image4]
　※資料：福島県保健福祉部「保健統計の概要」　

自殺者を年代別に見ると、男性では、平成10年以降中高年の自殺者が増加している。特に50歳代の増加が著しく、平成19年における40歳代～60歳代の中高年の自殺者数は257名で男性自殺者全体の約６割を占めている。女性では、横ばい傾向であるが、他の年代に比較し70～80歳代がわずかに多い。
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　※資料：福島県保健福祉部「保健統計の概要」　
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· 資料：福島県保健福祉部「保健統計の概要」
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※　資料：福島県保健福祉部「保健統計の概要」　
３　自殺の原因・動機別、職業別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　

原因・動機別の自殺の状況については、平成19年の自殺統計から、原因・動機を最大３つまで計上することとし、より詳細な原因・動機が公表されている。

　　Ｈ14年からＨ１９年の原因・動機別の状況をみると健康問題（36.0％）が最も多く、次いで「経済・生活問題」（19.6％）、「家庭問題」（8.9％）「勤務問題」（5.0%）「男女問題」（2.2%)「学校問題」(0.5%）の順となっておりこれまでとの変動はなく、全国の傾向と同様である。

[image: image7.emf]県内における原因・動機別の自殺者数の推移（H19年より複数計上）
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※資料：福島県警察本部「自殺の概要資料」

　「健康問題」の内訳では、うつ病や統合失調症など精神疾患が約半数を占め、次いで身体の病気が３割強である。「経済・生活問題」の内訳では、「債務（多重債務）」が約半数を占め、次いで「事業不振」「生活苦」の順となっている。「家庭問題」では、「夫婦の問題」（25％）、「親子の問題」（15%）の順となっている。

　また、職業別にみると、「無職者」が最も多く約６割を占めている。


[image: image8]　[image: image9.emf]Ｈ１９年における原因・動機別
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※資料：福島県警察本部「自殺の概要資料」

＜参考＞厚生労働省「人口動態統計」と警察庁「自殺統計」の違い

	
	人口動態統計
	自殺統計

	対象
	国内日本人
	総人口（外国人も含む）

	計上時点
	住所地を基に死亡時点で計上
	発見地を基に自殺死体発見時（認知時点）

	計上方法
	自殺、他殺あるいは事故死のいずれか不明のときは自殺以外で処理し、死亡診断書等について作成者から訂正報告がない場合は、自殺に計上しない。
	捜査等により死亡理由が自殺であると判明した時点で自殺統計原票を作成し計上する。


４　保健福祉事務所別・市町村別自殺率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　

平成１３年から３年ごとの自殺率の保健所管内別で推移をみると、南会津の自殺率が最も高く、県南、県中、会津、県北の順に高くなっている。一方、相双は、自殺率が年々下降し、Ｈ19年は、全県の自殺率（28.6）を9.4ポイント下回っている。いわき市も25.7と下回っている。
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※資料：福島県保健福祉部「保健統計の概要」
※市町村における自殺者数と自殺率について注意しておくべきこと

人口規模の小さい町村部においては、自殺者が１人増えただけで、自殺率が100.0を超える事態になる。反面、人口の多い市部では影響が少なく、自殺率はさほど変化しない。自殺率が高いからといって、自殺者が１００人も出ているわけではない。このように、数値の意味を知り正確に使用しないと大きな誤解や偏見を生むことになるので、地域住民等に対しては十分な説明、わかりやすい注釈を記すことが必要である。

また、自殺者数、自殺率だけを活動の指標にするのは好ましくない。自殺者が出た場合、その家族が責められることにもなりかねない。１人の自殺者が出た場合、大きな影響をうける人間が５人はいると言われている。そうしたことに着目して予防活動や相談活動の目標を立て事業を展開していくことが大切である。
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※資料：福島県保健福祉部「保健統計の概要」
第２章
総合的な自殺対策の推進体制

１　自殺対策の根拠になる法令・計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）　自殺対策基本法

＜制定の経緯＞

　自殺予防活動や遺族支援に取り組んでいる民間団体らが中心となって「自殺対策の法制化を求める３万人署名」と称して署名活動が平成１８年４月以降全国で繰り広げられ、同年６月自殺対策に法制化を求める１０万余の署名が参議院議長に提出された。
　一方、国会では、「自殺防止対策を考える議員有志の会」が結成され、「自殺対策基本法案」の検討が進められ、参議院内閣委員会で委員長提出法律案とすることとなった。その後、参議院、衆議院での審議を経て、自殺対策基本法は、Ｈ１８年６月２１日に公布、同年１０月２８日に施行された。

　＜概要＞

　自殺対策基本法は、自殺対策の基本理念を定め、国、地方公共団体、事業主、国民のそれぞれの責務を明らかにするとともに、自殺対策を総合的に推進して自殺防止を図り、あわせて自殺者の親族等に対する支援の充実を図り、もって国民が健康で生きがいを持って暮らすことのできる社会の実現に寄与することを目的としている。

　自殺対策基本法において、政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針として基本的な自殺対策の大綱を定めることとされた。
（２）　自殺総合対策大綱

　＜制定の経緯＞

自殺対策基本法に基づき、大綱の案を作成するため、専門家の意見を聴取するための「自殺総合対策の在り方検討会」を開催し、８回にわたり意見交換を行い「総合的な自殺対策の推進に関する提言」を報告書としてとりまとめた。報告書の提出を受けた内閣府では、自殺総合対策の素案を作成しパブリックコメントを行い、第３回自殺総合対策会議おいて大綱案が決定され、Ｈ１９年６月１８日に自殺対策大綱が閣議決定された。

　＜概要＞
　総合的な自殺対策を推進することとなった我が国の自殺をめぐる現状を整理し、自殺に対する三つの基本的な認識、自殺対策を進めるうえでの六つの基本的考え方を示している。それとともに世代ごとの特徴を踏まえた自殺対策を推進する必要があることから、青少年（30歳未満）中高年（30歳～64歳）、高齢者（65歳以上）の３世代に分けて、各世代の自殺の特徴と取り組むべき自殺対策の方向を示している。

また、当面、特に集中的に取り組むべきものとしての９項目と自殺対策の数値目標、推進体制等が示されている。

（３）福島県自殺対策推進行動計画

　本県では、自殺対策基本法に基づき、地方公共団体の責務として自殺対策に率先して取り組んでいく必要があるとの認識のもと、総合的な自殺対策を推進し、自殺の防止、自殺（自死）者の親族等に対する支援の充実を図るため、福島県自殺対策推進行動計画を平成１９年１２月に策定した。

２　自殺対策の推進体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）国における推進体制

　　Ｈ１８年１０月に施行された自殺対策基本法に基づき自殺総合対策会議が内閣府に設置された。内閣官房長官が会長を務め、内閣総理大臣が指名した内閣府特命担当大臣（自殺対策）他９人の国務大臣によって構成されており、政府が推進すべき自殺対策の指針でかつ総合的な自殺対策の大綱の作成、関係行政機関相互の調整や自殺対策の実施の推進を図ることを目的としている。　

さらに、Ｈ１９年４月１日にこれらの事務を所掌する自殺対策推進室が設置され、関係府省が実施する自殺対策に関する施策の推進を図り、政府として一体的に自殺対策に取り組む体制が整備された。　
自殺総合対策窓口一覧（各省庁）

	名称
	担当部署名

	内閣府
	自殺対策推進室

	警察庁
	生活安全局　生活安全企画部

	金融庁
	総務企画局　政策課

	総務省
	大臣官房　秘書課　総務・法令係

	文部科学省
	初等中等教育局　児童生徒課

	厚生労働省
	社会・援護局　障害保健福祉部　精神・障害保健課

	
	労働基準局　安全衛生部　労働衛生課

	農林水産業省
	農林振興局　農村制策部　農村計画課

	経済産業省
	中小企業庁　小規模企業政策室

	国土交通省
	総合政策局　安心生活政策課


（２）福島県の推進体制
　　Ｈ１９年２月に庁内の関係部署の課長級職員で構成される福島県自殺総合対策庁内連絡会議が設置され、さらにＨ１９年３月に官民で構成される福島県自殺対策推進協議会が設置された。自殺対策基本法に基づき、Ｈ１９年１２月に福島県自殺対策推進行動計画が策定され、その事務を所掌する自殺対策担当が障がい福祉課に配置されている。

①福島県自殺総合対策庁内連絡会議委員
	担当部署名
	委員

	知事直轄
	知事公室
	県民広聴室長

	生活環境部
	生活環境総室
	人権男女共生課長

	
	
	青少年育成室長

	
	
	消費生活課長

	
	
	国際課長

	保健福祉部
	保健福祉総室
	保健福祉総務課長

	
	生活福祉総室
	社会福祉課長

	
	
	高齢福祉課長

	
	
	介護保険室長

	
	自立支援総室
	児童家庭課長

	
	
	障がい福祉課長

	
	健康衛生総室
	健康増進課長

	
	
	医療看護課長

	
	
	薬務課長

	商工労働部
	商工労働総室
	団体支援課長

	
	
	金融課長

	
	
	雇用労政課長

	農林水産部
	農林水産総室
	農林企画課長

	教育庁
	
	学校生活健康課長

	警察本部
	警務部
	県民サービス課長

	
	生活安全部
	生活安全企画課長

	
	
	少年課長


②福島県自殺対策推進協議会委員

	区分
	所属
	役職

	学識経験者
	公立大学法人福島県立医科大学医学部法医学講座
	教授

	民間
	社会福祉法人　福島いのちの電話
	理事

	
	福島自死遺族ケアを考える会　れんげの会
	代表

	福祉
	社会福祉法人福島県社会福祉協議会
	（常勤）副会長

	司法
	福島県弁護士会
	理事

	経営・労働
	日本労働組合総連合会福島県連合会
	政策局長

	
	福島県経営者協会連合会
	会長

	
	独立行政法人労働者健康福祉機構　福島産業保健推進センター
	副所長

	医療
	社団法人　福島県医師会
	常任理事

	
	福島県救急病院協会
	会長

	
	福島県精神科病院協会
	会長

	
	公立大学法人福島県立医科大学医学部神経精神医学講座　
	教授

	行政
	厚生労働省　福島労働局
	安全衛生課長

	
	福島県市長会
	会長

	
	福島県町村会
	会長

	
	福島県精神保健福祉センター
	所長

	
	福島県警察本部
	生活安全部理事官

兼生活安全企画課長

	
	福島県教育庁
	教育次長（業務）

	
	福島県保健福祉部　
	次長（自立支援担当）


（3）市町村の推進体制
自殺総合対策大綱に基づき、自殺対策の一層の推進を図るために、当面強化し、加速化していくべき施策としてＨ２０年末に「自殺対策加速化プラン」が示された。その中に、市町村においても自殺担当部門を設置することが求められている。自殺担当部門がどの部署で担当するか各市町村に任されているが、保健福祉分野として自殺対策の必要性は訴えていく必要がある。

自殺は個人の問題だけで終わるものでなく、保健医療部門だけで解決できるものでない。労働関係、教育関係などさまざまな分野との連携が必要になってくる。

地域ぐるみの自殺対策を推進するためには、検討会（協議会）を設置することが重要になってくる。新たに設置する場合もあるが、市町村の健康づくり推進協議会など既存の組織を活用することも一つの方法である。（下部組織として設置するなどの方法もある）

検討会（協議会）においては、地域の実態・課題を明らかにし、関係者に自殺対策の必要性を認識してもらうことが第一歩である。検討会の構成員は、医療・保健・福祉分野に留まらず、労働、教育、警察、消防、消費生活など関係機関に依頼し、幅広い視点から自殺対策について意見をもらい、総合的な自殺対策を推進していくことが必要である。

第３章
自殺対策のあり方と市町村の役割

１　自殺の背景は複合的であり、自殺対策は複合的なアプローチが必要　　　　　　　
　自殺の背景の一つに精神障害（精神疾患）が挙げられる。未遂者の調査から推計した結果では、自殺された方の9割が、うつ病等、統合失調症等、アルコール・薬物依存等の精神障害の状態にあったと考えられる（飛鳥井、1994）。

　精神疾患は自殺のリスクの一つである。しかし、自殺の背景には精神疾患のほかに、さまざまな生活上の問題があり、そうしたストレスから精神疾患の状態に陥り、自殺に至るという複合的な背景が考えられる。したがって、自殺対策においても、精神疾患への対応だけでなく生活上の諸問題への対応と、両面からのアプローチが必要である。


２　自殺対策の諸レベル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

自殺対策は大きく分けて、３つのレベルに分けられ、それぞれ、精神保健の面と生活支援の面を持っている。

表．自殺対策の分類

	
	プリヴェンション（prevention,事前対応）
	インターヴェンション（intervention,危機介入）
	ポストヴェンション（postvention,事後対応）

	精神保健
	・セルフケアの促進（ストレスへの対応）

・支えあい（地域や家庭でお互いを支える）
	・うつ病など精神疾患の早期発見・早期治療

・自殺が切迫している人への対応
	・自殺（自死）遺族や関係者のケア：精神保健、生活支援

	生活支援
	・生活の諸問題への対応力向上

・生活の諸問題の解決（失業者対策、労働環境改善など）
	・個別に抱える生活諸問題への支援
	（対象者自身がハイリスク者でもある

⇒インターヴェンション）

	社会的対応
	・安全管理（駅のホーム防護柵設置など）
	
	・自殺報道の管理、続発自殺・群発自殺の予防

⇒プリヴェンション


３　自殺対策の実際：ハイリスク者への対応　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（1） ハイリスク者とは？

　　ハイリスク者とは自殺のリスク（危険性）を持つ人を言う。自殺のリスクは自殺者の疫学調査によって確認されるものだが、日本では詳しい調査は行われていない。複数のリスクを抱えていれば、さらにリスクが高くなる。



[image: image15]
（２） ハイリスク者の発見と対応：全ての相談窓口で対応できることを目指して

a) 気持ちを受け止める

　ハイリスク者に限らず、全ての相談窓口で必要なことであるが、まずは、相談者の話に耳を傾け、気持ちを受け止める。これによって、相談者との関係作りをする。

b) 評価

生活面、精神面を含めた問題の全体像を把握する。精神面の評価は以下を手がかりとする。

· 表出：表情や話し方（沈んだ様子、イライラして余裕がない、やつれているなど）

· 本人の言葉：「元気がない」「疲れている」「落ち込んでいる」など

· 生活の様子（食欲、睡眠、休日の過ごし方、物事に興味を持って取り組めるかなど）

· 評価尺度：心の健康調査票など（うつ病スクリーニングの章を参照）

· 希死念慮を確認する：

「生きていくのもいやになるほどですか」

「死んでしまいたいと思うことがありますか」など

· 希死念慮の切迫度を評価する（具体的な計画の有無）：

「具体的な方法を考えていますか」など


c) 自殺リスク評価により対応を決める

リスク高：　関係者に連絡を取り援助を請う（救急車、家族、医師など）

その人を一人にしない

リスク中：　関係者につなぐ（医療機関の紹介、家族と連絡）、問題を一緒に考える

　　　　　　　　自殺をしない約束（期間を決めて約束、死にたい気持ちになったら連絡してもらう）

リスク低：　気持ちを受け止め問題解決に協力する

医療機関を紹介する

＜希死念慮がない又は小さい場合の精神科医療への紹介の要否＞

① 生活への支障が大きい：精神状態の不良のために仕事や家事などに支障がある。

② 回復機能が失われている：睡眠や食事、外出や人と会うことなどができなくなっている

などが、続いている（目安としては2週間以上）場合は医療機関への紹介が必要と判断する。

d) ハイリスク集団への介入

　　　　疫学的にリスクが高いと考えられる集団に介入する方法として、スクリーニングが用いられる。高齢者、多重債務者、失業者などが集団スクリーニングの対象とすることができる。具体的な方法は高齢者のうつ病スクリーニングの章で紹介する。

e) ハイリスク者対応における一般的な生活相談窓口の役割

　　　　日常的には、種々の相談窓口でハイリスク者を発見し対応する。この場合、ハイリスク者が必ずしも精神保健の窓口に相談に来るわけではない。そのため、精神保健以外の、生活相談の窓口でハイリスク者であることに気づき適切な対応をすることが、自殺予防の効果を高めるポイントである。表出（すなわち、どうも様子がおかしい）を手がかりとして、心の疲れ具合を気づかう言葉をかけ、専門機関への紹介の必要性を判断する。専門的なトレーニングを受けていないとリスクに気づくことは難しいように感じるかもしれないが、「この人、一人にしても大丈夫だろうか」「アドバイスはしたけれどなんだかぴんとこないようで心配だ」「このままお帰りいただくには後ろ髪を引かれる気がする」といった感覚が大切である。
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４　自殺対策の実際：普及啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）うつや自殺についての情報伝達
心の健康を高めること、ハイリスク者の気づきを促すことが目標。以下のような内容を含めるとよい。

a) 心の健康に配慮した生活、ストレスへの対応。

b) 精神疾患の正しい知識を広める。

稀な病気ではないこと。早期発見・早期治療が必要なこと、気の持ちようでなんとかなるものではないこと、「精神疾患＝弱い人間」ではないこと。

c) 精神疾患に気づく方法（自分で気づく、周りの人が気づく）と対応（受診を勧めるなど）。

d) 精神疾患がどのように見過ごされてしまうかということを踏まえて普及啓発するとよい。

例　「落ち込むことは誰でもある」「まだ頑張れる」という考え⇒自分で気づくことの妨げ

「イライラしているのを見るとこちらもイライラする」⇒周りの人が気づくことの妨げ

e) 自殺を予防するために、一番大切なことは、一人一人がa)～c)を身につけることである。

普及啓発の方法としては、パンフレット等の配布、ポスター等の掲示、講演会、ラジオ・テレビ等のメディアの活用など、複数の手段を用いることが、効果的である。

（２）地域力を高める
リスクのある人に対する専門的な支援は必要であるが、その根底には地域で支えあう力＝地域力が不可欠である。心の健康の向上や支えあいを目的とした住民活動の形成を促し支援する。

例：うつ病の啓発のための寸劇を住民ボランティアが各所で実施。お年寄りの見まわり隊などの活動。声かけ活動。勉強会。・・・・

５　市町村の役割　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成20年末に内閣府から示された自殺対策加速化プランでは、「９．推進体制の充実」として「市町村に自殺対策担当部局が設置されるよう、働きかけ」の項目が追加された。住民の身近な相談支援機関として、自殺対策においても市町村の役割が大きい。各市町村が目標を持って全庁的に自殺対策に取り組むことができることが目標である。

（１）ハイリスク者対策

a) 精神保健に関する相談窓口を設けること。そこで初期対応するとともに、必要な場合、保健所や医療機関と連携を取ること。

b) 精神保健以外の各種相談窓口においても、精神保健の支援が必要な者を見つけ、適切に対応・紹介すること。

c) 精神保健の対応と各種生活支援の対応との間で十分な連携が取られること。

（２）普及啓発

a) 種々の媒体を通して精神保健や自殺予防についての普及啓発を図ること

b) 地域力を高める住民活動を組織・支援すること

６　中高年のうつ病スクリーニングの実際　　　　　　　　　　　　　　　　　　
地域における自殺対策のインターヴェンション（二次予防）として、うつ病などの精神疾患を早期に発見し、治療介入することは、きわめて重要である。しかし、うつ病は自分では気づきにくく、また周囲の人からも気づかれにくいといわれている。うつ病を早期に発見するため、簡単なチェックシートを用いる方法がある。

本県では、Ｈ17年に当センターの支援により、飯舘村が先駆的にうつスクリーニングに取り組んだ。Ｈ18年からは各保健福祉事務所管内のモデル市町村において実施している。スクリーニングでは、アンケートによる一次スクリーニングと面接調査による二次スクリーニングを行っている。
（１）一次スクリーニング

スクリーニング票には、「心の健康度自己評価票」（厚生労働省研究班作成：大野裕）を使用した。調査項目は、抑うつ症状に関する項目５項目、希死念慮に関する項目２項目、重大な出来事の１項目の計８項目からなっており、最近の２週間における自分のこころの状態をチェックしてもらい、陽性者を拾い上げた。スクリーニング票は、基本健康診査時に回収する方法を行った。郵送による回収をする場合は、治療中の病気に関する項目１項目を追加したスクリーニング票を用い実施した。

心の健康度自己評価票

	A項目
	１ 毎日の生活が充実していますか
	はい
	いいえ

	
	２ これまで楽しんでやれていたことが、いまも楽しんでできていますか
	はい
	いいえ

	
	３ 以前は楽にできていたことが、今ではおっくうに感じられますか
	はい
	いいえ

	
	４ 自分は役にたつ人間だと考える事ができますか
	はい
	いいえ

	
	５ わけもなく疲れたような感じがしますか
	はい
	いいえ

	B項目
	６ 死について何度も考えることがありますか
※死は「自殺に結びつくような死」を意味します
	はい
	いいえ

	
	７ 気分がひどく落ち込んで、自殺について考えることがありますか　　 
	はい
	いいえ

	Ｃ項目
	８ 最近（ここ２週間）ひどく困ったことやつらいと思ったことがありますか
　（それはどのようなことでしょうか）
	はい
	いいえ


【判定】　灰色の回答が陽性である。　次の場合は二次スクリーニングへ。

・Ａ項目（１～５）２つ以上　　
・Ｂ項目（６～７）１つ以上　
・Ｃ項目（８）は記載内容により判断（配偶者や家族の死亡、親戚や近隣の人の自殺、病院からの退院等）
【留意点】

	項目
	誤回答の例　◎確認・判断基準

	３
	以前は、楽にできていたことが、今ではおっくうに感じますか。
	「年をとったからおっくうになってきた」　「若い頃と比べると大変だ」等で「はい」と回答

· 今では、「最近の２週間」を意味する。

	５
	わけもなく疲れたような感じがしますか。


	「年をとったから」　「仕事をしたあと疲れるようになった」等で「はい」と回答

◎疲れの原因や理由が、明確なものは該当させない。

	４
	自分は役に立つ人間だと考える事ができますか。


	「仕事もしていないでただ家にいる」　「町内の役も引き受けていない」等で「いいえ」と回答。

◎社会的貢献をしていなければ該当しない等「いいえ」と回答する者が、高齢者に多い。家事や留守番等の具体例を挙げて尋ねると、「それくらいのことでもいいのですか」と「はい」に修正することがある。

◎自己評価が低い場合「いいえ」と回答する者が多い。

	６
	死について何度も考えることがありますか。
	「年を取ってきたので、お墓のことやあの世のことなど時々考える」等ということで、「はい」と回答。

· 死は、自殺に結びつくような死を意味する。


「心の健康度自己評価票」は、全年齢を対象としたスクリーニング票である。そのため、身体的機能低下からくる疲れや前向きな死生観など高齢者特有の事情によって「はい」と答えるなど誤回答があるため、問診による再確認が必要になってくる。
（２）二次スクリーニング（面接調査）

a)　一次スクリーニングで陽性となった者を対象に、まず保健師による聞き取りによる面接（予診・予備判定）を行う。

＜予診項目＞　家族構成、職業、うつ病・自殺と有意な関係のある１０疾患の現病歴、近親者の死、介護状況、飲酒状況、日常生活上の不自由さ等

　　　　　　　うつ病の予診（ＩＣD-10うつ病診断基準項目）

※「問診の項目と問診の仕方」を参照

b)　次に専門医（精神科医）による面接調査（診断判定）を行う。

（３）カンファレンス

スクリーニングの結果を関係者で検討し、陽性者には原則、精神科への受診を勧奨する。現在医療機関に通院している場合は、主治医と相談しながら治療をするよう促す。

（４）事後フォロー

ケア会議で情報の共有、調整を図りながら支援計画を立て、要支援者の事後フォローを進めていく。

· 精神科受診が必要な者に対しては、確実に受診に繋がるよう家庭訪問・電話相談等で勧奨していく。また、要治療者には、治療中断がないよう継続的な支援をしていく。

· スクリーニングの結果、要支援・要医療となった者（ハイリスク者）には、こころの健康教室やミニデイケアなどの各種教室等に呼び込み支援していく。

· ハイリスク者に対しては、ケース検討・ケアプランの作成などを行い事後フォローに努める。ケアプラン作成にあたっては、一人ひとりの生活をよく観察しながら、どのような暮らしがしたいのか、どのような支援を求めているのか、よく、本人と話しながら策定していくこと。

· 高齢者の場合は、在宅介護支援センターなどの関係機関と連携し、総合的な支援体制をつくる。

　

二次スクリーニング用調査票（表面）

	心の健康調査票　（面接調査）　　　　

調査年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＮＯ　　　　

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐゴシック" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ふり),氏)　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐゴシック" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(がな),名)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　男　　　女
生年月日

明治　　大正　　　昭和　　　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　　　　　　　　　　　　満（　　　　　　）歳　

住　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

あてはまる番号に○をつけてください
結婚：　１ 未婚（結婚したことがない）　　　２ 既婚（　同居、別居、死別、離婚　）

世帯：　１ 単身（ひとり暮らし）　　２ 同居家族あり（　　）人　〔本人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

職業：　１　無職（ 専業主婦、 家事手伝い、 野菜作り、 特になし                          ）

２　有職（ 農業、 商業、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　）

現在の病気・からだの調子について（あてはまる番号すべてに○をつけてください）

１　心臓が悪い                       　 ７　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(のう),脳)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(こうそく),梗塞)・脳出血

２　肺の病気　　　　　　　　　　　           　８　パーキンソン病

３　癌　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　９　EQ \* jc3 \* "Font:ＭＳ Ｐゴシック" \* hps14 \o\al(\s\up 11(にんち),認知症)（EQ \* jc3 \* "Font:ＭＳ Ｐゴシック" \* hps14 \o\al(\s\up 11(　ちほう),痴呆症)）と医師から言われた

４　失禁を繰り返す（尿もれがひどい）　　　　１０　うつ病

５　目の病気（EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(はくないしょう),白内障)、EQ \* jc3 \* "Font:ＭＳ Ｐゴシック" \* hps12 \o\al(\s\up 11(りょくないしょう),緑内障)など視力を大きく損ねるもの）　　

６　強い痛みが続く（どこが　　　　　　　　　　　　　　　　　　いつごろから　　　　　　　　　　　　　　　）

生活のようす・できごとについて（あてはまる番号にすべて○をつけて、内容を書いてください）

１　最近（１年以内）、身近な人が亡くなった（誰が　　　　　　　　　　　いつ　　　　　　　　　　　　　）

２　最近（１年以内）、入院した（病名　　　　　　　　　　　　　　　　　いつ　　　　　　　　　　　　　　　　）

３　現在、病気で通院している（病名　　　　　　　　　　　　　　　　　　病院名　　　　　　　　　　　　）

４　現在、公的介護を受けている（デイサービス、訪問看護、ヘルパー派遣、その他　　　　　　　　　　　　　　　）

５　現在、介護している（誰を　　　　　　　　　　　　　　いつから　　　　　　　　　　　　　　　　　）

６　飲酒：　１　しない、　２　する（何を　　　　　　　　　一日どの位の量　　　　　　　　　　　　　　　　）

７　そのほか、生活していて不自由に感じることなどを書いてください。

（体が動かない、話し相手がいないなど）





· 調査票の表面については、できるかぎり本人に記載してもらう。

· ○のついている項目について、生活の支障の度合いと症状の重さを確認し記載する。

　　　　　　　　　　　　例：階段が登れない、外出できない、旅行できない、人前で恥ずかしい等

· 現在通院している医療機関の診療科を確認する。面接調査の結果、要医療判定の際に受診医療機関の相談に役立てる。

二次スクリーニング用調査票（裏面）
　

	


· 一次スクリーニングで該当する項目を中心にして質問していく。

· なるべく具体的に質問し（いつ頃から、どの程度続いているか、どの程度なのかなど）、その内容をできるだけ本人の言葉で記載する

例：前は、1日1.5合食べていたが、ここ１ヶ月程夕食をほとんど食べないこともある。

体重が３ヶ月で５kgぐらい減った。など

二次スクリーニングの問診項目と質問の仕方（ポイント）
1． 物事への興味、楽しめるか

	「仕事や趣味など、普段楽しみにしていることに興味を感じられなくなっていますか」

「今まで好きだったことを、今でも同じように楽しくできますか」

「前はどんな楽しみがありましたか。今はどうですか」


　　　　ポイント　今までやってきた楽しみを、その人ができる範囲であっても続けられなくなってくる。

　　　　　　　　　　何をやってもおもしろくないので、自分の世界にひきこもるようになる。

2． 集中力、思考力

	「なかなか物事に集中できなくなっている、ということはありますか」

「普段より考えが遅くなったり、考えがまとまらなくなったりしていますか」

「普段なら問題なく決められることが、なかなか決められなくなっていますか」


　　　　ポイント　物事を決められなくなってくる。高齢者の場合、認知症との区別が難しいことがあるが、うつ病と認知症は合併することが少なくないので、認知症だからといって見落とすことがないように注意。　認知症の初期段階で、抑うつ状態を示すことがある。

3． 疲れやすい、気力がない

	「いつもより疲れやすくなっているとか、気力が低下しているとか、感じることがありますか」

「なにをするにも、おっくうになりますか」

「やらないといけないと思うのに、身体が動かないことがありますか」


　　　　ポイント　身体疾患があれば疲れやすくなる。一方、身体疾患があるとうつ病にもかかりやすくなる。身体疾患による疲れかうつ病による疲れかは、最終的には医師の判断が必要。

気持ちはあせるが、それをするだけのエネルギーがわいてこない状態。

4． 無価値、罪責

	「自分は価値のない人間だと感じたり、悪いことをしたと罪悪感を感じたりしていますか」

「周りの人に迷惑をかけて申し訳ないなどと考え込んだりしますか」

「自分は役に立たない人間だ、何をやっても無駄、すべて自分が悪い、などと考えますか」


　　　　ポイント　根拠なく自分を責めたり、過去の些細な出来事を思い出しては悩んでしまう。

　　　　　　　　　　うまくいかないのは、すべて自分のせいだと思いこんでしまう。

5． 死について考える

	「死について何度も考えるようになっていますか」

「気分がひどく落ち込んで、自殺について考えるということがありますか」

「生きているのがつらくなることはありますか」「生きているのが嫌になることがありますか」

「死んだ方が楽になると思うことはありますか」

　　　　　　　　　　　　　　ＹＥＳ　↓

「どうやって死んでしまおうかなど、具体的に考えたことはありますか」

　　　　　　　　　　　　　　ＹＥＳ　↓

「遺書を用意したことはありますか」

「どこか死に場所を探しに行こうとしましたか、実際に行きましたか」

「死のうと思って何か準備しようとしましたか、準備しましたか」


　　　　ポイント　うつ病になると、気持ちが沈み込んでつらくてたまらないために死んだ方がましだと考えるようになる。本人は、誰もわかってくれないと絶望的になり自殺を考えるようになる。

　　　　　　　　　　　うつ病の症状が少し良くなってきたときに自殺の危険が高くなるといわれている。

　　　　　　　　　　※　自殺の危険度が高い場合は、家族に連絡し早急に受診を進める。

6． 気分

	「気持ちが沈み込んだり、憂うつになったりすることがありますか」

「悲しくなったり、落ち込んだりすることがありますか」

「イライラ感が強くなって怒りっぽくなることはありますか」

「これから先、おもしろいことがない、何の楽しみもない、という感じですか」


ポイント　現在気持ちがしずんでいる、あるいは将来についても悲観的になる。

こうした症状は、午前中にひどく、午後から夕方にかけて改善してくることがよくある。（日内変動）。症状の持続時間はどのくらいか確認すること。

7． 食欲、体重の変化

	「いつもより食欲が落ちていますか」

「痩せようとしていないのに、体重が減っていますか」→「何キロぐらいやせましたか」

「いつもよりずっと食欲が増えていませんか」

「食欲が非常に増進して、体重がふえていませんか」→「何キロくらい増えましたか」

「やせたと周囲の人からいわれますか」

「いつ頃から食欲がなくなりましたか」


ポイント　一般にうつ病では食欲が低下する。逆に食欲が亢進することもある。

　　　　　　　　　　　１ヶ月に２～３㎏以上の体重減少が目安。（１ヶ月に体重５％の変化は要注意）

8． 睡眠障害

	「睡眠の状態はいかがですか」

「ほとんど毎晩眠れないということがありますか」

「寝付きが悪かったり、夜中に何度も目が覚めたり、非常に朝早く目が覚めたりしますか」

「眠気が強くて、毎日ねむりすぎているということがありますか」

「夜眠れていますか」

「一日の睡眠時間はどれくらいですか」

「夜中に目が覚めて寝付けないことはありますか」

「目が覚めたときの気分はどうですか」（うっとうしいか、気持ちがいいか）


ポイント　早く目が覚めても（午前三時症候群）すぐ起きあがれるわけではなく、再入眠できず、布団の中で悶々と思い悩んでいることがよくある。

　　　　　　日中も寝てばかりいたり、睡眠が極端に長い場合もある（過眠症状）

9． 落ち着きのなさや動き・会話の乏しさ

	「話し方や動作が普段より遅くなっていて、それをまわりの人から言われたりしますか」

「じっとしていられず、動き回っていたり、じっと座っていられなかったりすることが多くなっていますか」（身の置き場がない感じ）

「どうにかしなければと、あせりがありますか」


　ポイント　身体の動きが遅くなったり、口数が少なくなったり、声が小さくなったりする。逆に、焦る気持ちが強くなり、焦って話し続けることもある。

※面接場面での、話している時の口調、表情、動作（身体を動かす、イライラ足踏みするなど）をよく観察する。

　　　　　　【注意；うつ病と気づきにくいタイプ】　

· 身体症状が全面に出てうつ病のように見えないタイプ

· 性格的なものだとされてしまうタイプ

· イライラが強くでるタイプ

· つらい気持ちを周囲に気づかれないようにしているタイプ

　　　　　
第４章　
市町村におけるうつ病・自殺対策の取り組み事例
　Ｈ17年度、モデル事業として当センターと相双保健福祉事務所が支援し、飯舘村においてうつ病・自殺対策事業を展開した。その取り組みを参考に、Ｈ１８年度からは、「こころの健康・自殺予防対策事業」として、各保健福祉事務所がモデル市町村を選定し事業を実施してきた。

＜モデル市町村と実施年度＞
	　　　　　　　　　　　　　　年度
	１７
	１８
	１９
	２０

	県北保健福祉事務所
	大玉村
	
	○
	○
	○

	県中保健福祉事務所
	玉川村
	
	○
	○
	○

	県南保健福祉事務所
	矢祭町
	
	○
	○
	○

	会津保健福祉事務所
	柳津町
	
	○
	○
	○

	南会津保健福祉事務所
	檜枝岐村
	
	○
	
	

	南会津保健福祉事務所
	下郷町
	
	
	○
	○

	相双保健福祉事務所
	双葉町
	
	
	
	○

	相双保健福祉事務所
	飯舘村
	
	○
	
	

	精神保健福祉センター
	
	○
	
	
	


　＜取り組み事例紹介＞
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事例紹介11 県北保健福祉事務所

事例紹介12 県中保健福祉事務所

	市町村名
	　　　大玉村
	担当課
	　　　健康福祉課健康推進係

	連絡先
	電話：0243-48-3131       　E－mail:kenkofukushika@vill.otama.fukushima.jp

	自殺等の

現状
	大玉村は、人口8,466人、世帯数が2,135戸、出生率7.8、死亡率10.16、高齢化率22.1％となっている。平成12～16年の累計で自殺率（人口１0万対）が35.6と高く、累計15名であるが、65歳未満が11名、65歳以上が4名で、特に50～60歳代の自殺者が多い。平成17年～20年まで11名自殺しており、いずれも働き盛りの世代である。

	事業の

目的
	　心の健康や自殺に関連する環境等の現状を分析した上で、心の健康づくり・自殺抑制を推進する対策を明確にする。また、心の健康や自殺予防に対する知識の普及や情報提供により、住民の関心を高め、住民がストレスに対応でき、適切な対応がとれるようにする。

	事業名
	こころの健康・自殺予防対策事業　～成年・壮年期のこころの健康を支援する～

	　【事業概要】
Ⅰ．自殺予防対策検討会の開催（年1回開催）
　大玉村健康づくり推進協議会に位置づけ、村の現状と自殺予防対策の必要性、事業計画、実施にあたっての協議を行い、今後、村の重点事業として自殺予防対策を推進することを確認した。
Ⅱ．一次予防（普及啓発）
１．広報を活用しての普及啓発
　　村の広報誌に「みんなで考えるこころの健康づくり」と題し、平成18年度に実施した「こころの健康に関するアンケート」の結果及びストレスをためない生活のポイント、相談窓口等を掲載した。
２．各健康教室等における講話

（１）　幼児健診（年6回）

平成19年度は2歳児健診時に行ったが、母子分離がうまくいかず、平成20年度には4歳児健診時に変更し、若い世代にヨーガを活用したストレス対処法の体験。

（２）　ヘルスアップ教室

40歳代～60歳代の働き盛りの世代に対し、呼吸法を活用したリラクセーションの講話を

実施。

（３）　保健推進員・民生児童委員会議

「うつ病」「自殺予防のためにできる」ことをテーマとし、福島自死遺族ケアを考える会れんげの会代表者等を講話に招き、研修会を実施。

（４）　こころの健康講話

一般住民を対象に、「ストレスコントロール ～ストレスへの具体的な対処法～ 」をテーマに講話を実施。

３．自殺予防に関するチラシ作成配布

（１）　住民向け

　　　 「こころの健康度自己評価票」やストレスをためないポイント、相談窓口を紹介したチラシを作成し、乳幼児健診対象の保護者、村の人間ドック受診者（35歳～70歳）、民生児童委員、保健推進員、要介護者の家族、健康講話参加者等に配布した。

（２）　村内事業所向け

　　　　働く人への啓発として、「こころの健康度自己評価票」うつ病のサインやストレスをためないポイント、相談窓口を紹介したチラシを作成し、大玉村商工会を通じて配布した。

４．自殺予防に関する意識調査の実施

　　　住民のこころの健康づくりへの関心度、自殺の現状に対する認識、自殺についての考え等を把握し、今後の取り組みの方向性や評価項目の検討を行うために、平成２０年度うつスクリーニングと一緒に、自殺予防に関する意識調査を実施した。

その結果は、こころの健康づくりへの関心が低い人、自殺の現状を知らない人、うつ病の知識が不足している人、精神科受診を躊躇する人が少なくないことがわかった。

Ⅲ．二次予防（うつ病の早期発見・ハイリスク者への支援）

１．うつスクリーニングの実施

　　「こころの健康度自己評価票」を活用し、平成18年度は、記名によるスクリーニングを実施し、二次スクリーニングで事後フォローとなった者に対して、家庭訪問等により個別対応した。また、平成20年度は、平成１８年度スクリーニング時の住民反応から、無記名によるスクリーニングとし、相談希望者は記名とした。

２．臨床心理士による「こころの健康相談」

　　平成14年度から村事業として開始し、年々相談者が増加している。相談内容は子育ての悩みが多かったが、最近は心の病気に関する相談も増え、相談者の半数は継続が必要なケースである。

Ⅳ．三次予防（自死遺族のこころのケア）

　自死遺族支援リーフレット（県作成）を、村内のお寺３箇所と斎場にチラシの設置を依頼した。

【事業の効果（成果）】

１．初年度うつスクリーニングを実施して、住民が「精神疾患」や「自殺予防」などの言葉に対して抵抗感があり、触れてもらいたくないなど偏見を持っていることがわかり、普及啓発を進めていく必要があり、活動の方向性を明確にすることができた。

２．「こころの健康度自己評価票」をチラシに掲載配布したことで、相談から医療機関へつなぐことができたケースがあった。また、家族の相談も少しずつ増え、心の病気に関心が高まってきた。

３．実際にヨーガや呼吸法を体験することで、より身近なリラックスの方法が理解でき、大変好評であった。

【今後の課題】

本事業の効果を踏まえ、今後も「こころの健康」に関する普及啓発や知識の向上を図るため、個別対応にとどまらず地域ぐるみで継続した取り組みが必要である。

【まとめ】

今後、自殺予防対策検討会を継続して開催し、村全体で自殺予防に取り組むとともに、日頃の保健師活動をとおし、住民が相談しやすい環境づくりが必要である。

さらに、自殺の原因はこころの病気だけでなく、多重債務や生活問題等多岐に及ぶため、各専門機関との連携が重要となってくる。

	
	


	市町村名
	玉　　川　　村
	担当課
	健康福祉課

	連絡先
	（電話）0247-57-4623　　(E-mail)  kenko@vill.tamakawa.fukushima.jp

	自殺等の現状
	　自殺率は例年県平均を上回っており、中でも平成17年度は自殺者が5名で自殺率は65.8であった。若年者や壮年期の自殺は残された家族のみならず地域にも大きな悲しみと波紋を残している。

	事業の目的
	　本村においては自殺率が県平均を上回り、その背景にあるうつ病の患者数も増加傾向にある。うつ病を早期発見し、早期治療に結びつけることが重要であることから、スクリーニングを行い、うつ・自殺予防対策活動の展開を図ることを目的としている。

	事業名
	地域で守ろうこころの健康事業～こころの健康・自殺予防対策事業～

	【事業概要】
１）うつスクリーニングの実施
　ア）1次スクリーニング（質問紙による調査）
　　質問紙の配布方法：質問紙（アンケート用紙Ａ４版1枚）は、健診カルテにホチキス留をして、保健協力員が配布
　　対象者：特定健診対象者と他保のガン検診受診希望者
　　実施方法：質問紙は各自家庭で記入し、健診当日持参したものを、各健診会場で回収
イ）2次スクリーニング（面接による調査）
　　対象者：1次スクリーニング陽性者
　　実施方法：申込制による、精神科医師の面接調査
　　実施期間：1次スクリーニングの約1ヶ月後、村保健センターを会場に3日間実施
　　スタッフ：精神科医2名、臨床心理士1名、保健師3名
　ウ）事後指導「こころを健康にする教室」
　　対象者：2次スクリーニング対象者及び前年度参加者
　　実施方法：4回コースで「こころを健康にする教室」として実施
　　スタッフ：精神科医、運動指導士、音楽療法士、管理栄養士　等
　　
２）啓蒙活動
　ア）リーフレットの配布・広報への掲載
　　1次スクリーニング質問用紙配布の際に、県作成のパンフレットを全戸配布
　イ）精神保健に関する講演会の開催
　ウ）職域への介入（村内企業や村役場職員を対象とした学習会）
　
【事業の効果（成果）】
　スクリーニング初年度はアンケートの記載に拒否的な意見もあったが、3年目には拒否はなく、「年に一度、こういったアンケートをすることはいいことだ。」との意見が聞かれるようにもなり、住民の受け入れる姿勢に変化が現れた。
　県が作成したうつについてのパンフレットを3年連続して全戸配布をしたことや、1次スクリーニング陽性者に対し、近隣の精神科専門医一覧を郵送したことで、自ら精神科を受診する住民が増加している。
【今後の課題】
　①スクリーニング未実施者に対する危機介入
　スクリーニング対象者が住民健診受診者となっている現状において、健診未受診者へは危機介入が出来ていない現状にある。また、毎年数件ある自殺についても、スクリーニング未実施者であることが分かっている。このことからも、スクリーニング未実施者への介入が大きな課題の一つである。
　②自死遺族支援
　自死遺族一人ひとりに対する個の支援と、地域で取り組む支援を両立してすすめることで、自死のみにあらず、他の様々な「痛み」を抱えた人にとっても、安心して悲しめる社会となることから、自死遺族支援に取り組むことで「生き心地の良い社会」を目指す。
【まとめ】
　玉川村は平成17年度をピークに、依然として自殺率は高いまま推移している。その背景にうつ病等の精神疾患があることは否めない。モデル事業として取り組んだ「うつ自殺予防対策」は、うつ病の啓蒙活動に大きな効果があったと実感している。また、スクリーニングの実施は、個々の問題とじっくり向き合うことができ、SOSを発信する住民を危機から救い出すこともできたのではないだろうか。
　世界中で起きている経済危機は、本村にも暗い影を落とし、ますます自殺予防対策が重要と思われる。モデル事業は今年度で終了となるが、この3年間で得たノウハウを活かし、村単独の取り組みとして今後も継続していく予定である。　


	
	

	市町村名
	矢祭町
	担当課
	町民福祉課

	連絡先
	電話　０２４７－４６－2０９７(矢祭町山村開発センター)　

Ｅ‐mail　kenkou-g@town.yamaturi.fukushima.jp

	自殺等の

現　状
	　人口6,733人、世帯数2,076戸、年間出生数33人、65歳以上の高齢化率が３１．５％と管内・福島県から比較すると高齢化率が高い。年々人口減少と少子高齢化が進んでいる。平成15年、16年とも人口10万対の自殺者率は県、管内より高い率を示している。平成１２年から5年連続で、毎年自殺者がでている。

	事業の

目　的
	　地域では、「うつ病」や「自殺」という言葉は、敬遠されがちである。まずいろいろな機会を利用して地域住民へ、「うつ病」についての理解とうつ病の予防と早期発見、対応のあり方について、普及啓発を行う。また、地域住民の中からリーダーを育成し一次予防的なアプローチを推進していく。自殺予防対策としては特別な活動の展開ではなく、既存の事業の中に取り入れていく。

	事業名
	こころの健康・自殺予防対策事業

サブテーマ：住民が、うつ・自殺を理解し、支え合う地域を目指して

	【事業の概要】

１　うつ病及び自殺予防対策検討会の開催

　　　　医師、民生児童委員、保健推進員、地域包括支援センター、町商工会、町教育委員会、町社会福祉協議会、矢祭町、県南保健福祉事務所が構成員となり、それぞれの年度、年2回検討会を開催し地域での支援体制づくりを推進した。

２　自殺予防対策キャンペーン（一次予防）

地域住民にうつ病や自殺予防に関しての知識の普及啓発を目的として、映画や講演会を

　　　開催した。併せて普及啓発用チラシ「うつ病を知っていますか？」を配布した。

年度

内容

講師

対象者

１８年度

映画「待合室」上映

一般住民

１９年度

講演会

「こころの健康を保ち自分らしく生きるために」

～こころのかぜ・うつ病を知っていますか～

精神科医師

同上

２０年度

講演会

「ストレスのサインと気づき」

　　～心の健康を保つために～

臨床心理士

同上

講演会

「心の健康を考えよう」

ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ

中学生及び保護者

映画の上映は、実行委員を設立し、チケット販売や当日の運営も実行委員会が中心となって行い、住民と一緒に運営を実施した。映画により、いのちの大切さに関心をもってもらい、次年度への講演会の開催へとつなげた。

３　こころのふれあいセミナーの開催（一次予防）

地域住民にもっとも身近に接する機会が多い民生児童委員や保健推進員をリーダーとして育成するため、２年間継続して「こころのふれあいセミナー」を開催した。

年度

回

講義内容

講師

１９年度

１回

事業の概要説明

「ストレスとうつ病」

保健福祉事務所保健師

精神科医師

２回

「心の病の回復過程とそのかかわり」

精神保健福祉士

３回

「もっと話したくなるきき方」

親業訓練ｼﾆｱｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ

２０年度

１回

「うつ病と自殺」

精神科医師

２回

「うつ病と自殺予防～周囲の関わり～

臨床心理士

　　　　このセミナーには、住民ばかりでなく看護師・ケアーマネジャー・ホームヘルパーなど地域で活動する専門職も一緒に受講してもらった。

　

４　心の健康度自己評価票によるスクリーニングの実施（二次予防）

　　　　１８年度と２０年度に４０歳以上の住民を対象に一次調査を実施した。その後、精神科医師の面接による二次調査を実施した。

年度

一次調査協力者

二次調査対象者

二次調査受診者

有所見者

18年度

１,６１１人

　　　　３４５人

　　７２人

９人

19年度

－

18年度未受診者273人

６人

　　１人

20年度

２,０４６人

　　　　２０８人

　　３４人

８人

　　　　　２０年度は、有所見者８名中、２名が要医療と診断された。

５　心の健康教室の開催（二次予防）

　　　　二次調査で有所見者となった者等について下記のような内容で健康教室を実施した。
年度

回

講義内容

講師

１８年度

１回

ストレスとうつ病

精神科医師

２回

リラックス方法について

心理判定員

１９年度

１回

心のリラックスをはかる

心理判定員

２回

心のリラックスをはかる

カラーセラピー

２０年度

１回

心の健康とストレス

精神保健福祉士

２回

眠りと健康

精神科医師

３回

心のリラックスをはかる

カラーセラピー

【事業の効果】

１　自殺予防対策キャンペーン

１８年度は映画の上映により「いのち」について地域住民へ問題提起をし、１９・２０年度は講演会を実施した。中学生及び保護者、一般住民と様々な対象にこころの健康やうつ病、自殺予防に関する知識の普及啓発ができた。

２　こころのふれあいセミナー

　地域のネットワークづくりを目指し、民生児童委員、保健推進員に対して、自殺やうつ病に関する知識の普及のためセミナーを開催した。これにより、住民への波及効果が期待され、人的ネットワークにより、相談が必要な方への早期対応が実施できる体制づくりができた。

　民生児童委員、保健推進員は任期があるが、任期毎にリーダー育成を実施することにより

知識を持つ人が増え、地域住民の意識改善に対して有効と考える。

３　事業全体を通しての効果

事業開始当初は、うつスクリーニングを実施した際、住民の拒否反応が予想以上に強く、苦情が出たり、非協力的だったりと「精神疾患」に対して偏見があることがわかった。まして自殺に関しては、自殺者が身近にいたということでタブーとされている地域もあった。

　　　　　　　　　 ３年間の事業を実施していく中で、徐々に住民に必要性が認識されていることがわかった。

た。また、チ　　 　また、普及啓発用チラシの配布により、住民が自分なりにチェックし相談会を利用した人がいた。何らかの方法で情報提供をすることは、大事な手段であるため、継続していきたい。

　

【今後の課題】

１　モデル事業が終了した後の体制整備。

２　定期的なリーダー育成の必要性（任期による交代への対応）。

３　各ライフステージに対する既存事業における個別支援や集団支援等地域対策の強化。

４　検討会構成員の役割の明確化と組織の強化。

５　心の健康度自己評価票による「うつ陽性者」に対する事後フォローへのマンパワー不足。

６　医療機関への相談体制の充実と働きかけ。

【まとめ】

　　この事業を実施することで、町の実態や問題点を知ることができ、今後のこころの健康づくり事業を展開していくきっかけとなった。うつ・自殺予防活動は、地域において、まだまだ偏見のもたれている事業ではあるが、地道に繰り返し実施していきたい。現在は、普及啓発事業で手いっぱいであるが、自死遺族支援まで発展できるようにしたい。　　

	
	

	市町村名
	柳津町
	担当課
	町民課保健衛生班

	連絡先
	電話　0241-42-2118　Ｅ‐mail  yanaizu@town.yanaizu.fukushima.jp

	自殺等の現状
	　人口　4、274人　　　世帯数　1,372    高齢化率 36.8%

自殺の標準化死亡比は県1.1町1.4、人口10万対率県27.6町45.4となっており、年代別自殺者数(H1～17年)は50歳代が多く次いで40歳代80歳代となっていた。町保健師にも心の健康相談等複雑な対応を求められており、自殺予防対策の必要性を感じていた。

	事業の

目的
	自殺予防を地域の重要課題と位置づけ、自殺予防活動の展開と町に根ざした取り組みができることを目的に取り組み、町民が一体となって個人の尊厳と命の大切さを再認識し、こころの健康増進を図り、自殺者を減少させることを目標とした。具体的には

· うつ病について正しく理解する人が増える。

· 抑うつ状態にある人を気づくことができる人が増える。

· いつでも身近で相談できる場が増える。

· 相談のための育成された人材の数が増える。

	事業名
	こころの健康づくりサポート事業<自殺者ゼロを目指して>

	【事業概要】

［一次予防］

1・普及啓発
1 チラシの配布：「うつ病を知ってますか?」の全戸配布

2 町広報誌への掲載：毎月1回見開きページに掲載し、うつ病・メンタルヘルス・自殺予防週間等に関する内容について掲載した。(別紙参照)

3 地区活動の健康教育

4 講演会：医師を講師として年1回開催。うつ病、メンタルヘルス、地域での自殺予防対策に関する内容について講演。年々参加者も増加している。

2・体制づくり

①　自殺予防対策検討会

町健康づくり推進協議会に位置づけ、町の現状と自殺対策の必要性、事業計画、実施に当たっての協議の場とし年2回開催した。

　②　地域のネットワーク・人材育成

保健協力員や民生児童委員を対象に研修会を実施し精神障害者の理解と援助について啓発を行った。

平成20年度はボランティア講座を開催。人口規模の小さい町なので精神のみでなく、高齢者・母子等幅広く対応できるような組織としたいとの考えで開催。すでに各分野で活動を始めている。

[二次予防]

1・早期発見
Ｈ18年度：心の健康自己評価票を活用しスクリーニングを実施。(回収率は88.8%)一次スクリーニングの結果30.8%が陽性。二次スクリーニングを実施した。(受診率25・6%)要治療、要観察者は45.5%であった。

Ｈ19年度：自己チェックを目的に心の健康自己評価票を配布。回収はしなかった。

Ｈ20年度：氏名を記載した自己チェック票を配布。回収し結果及びこころの健康に関する情報と一緒に送付した。(回収率60.7%)

2・ハイリスク者への支援

Ｈ18年度はこころの健康教室をシリーズとして3回開催。

Ｈ19・Ｈ20年度は医師によるこころの健康相談会として2回開催。当初は家族の問題に関しての相談が多かったが20年度は6名中4名が自分自身の問題で相談していた。相談会後はケース検討会を行い今後の対応について話し合いを持った。
【事業の効果（成果）】

· 普及啓発活動の効果としては、地区組織への啓発活動を続けたことにより、精神疾患に気づく人が増え地区組織の方から情報が早く保健師のもとに届くようになり早期に対応できるようになった。住民が「うつ」は誰でもかかる可能性のある疾患だという認識が持てたり、認知症との区別が必要なことが少しずつ理解できてきていると思われる。

· 広報への掲載を続けたことにより、障害者計画へのアンケートに毎月見て参考にしているという記載がみられた。

· 相談や受診行動については、こころの健康相談会を年2回ずつ開催し相談内容も認知症・うつ・職場のストレス対策・人間関係・思春期と内容も様々となっている。職場の人間関係についての相談は一方が解決してももう一方の問題が残ったり、心のしこりとして影を落としているという問題も残されている。相談の結果受診が必要となった場合でも、それ程の抵抗もなく受診に結びつくこともあり、また初年度の相談者がようやく3年目に受診につながったなど行動の変容が見られた。

· 人材育成については、ボランティア講座修了生15名が活動をはじめたところである。
【今後の課題】

· 普及啓発としては、精神疾患はもとより自殺や自死遺族という視点からも普及啓発を図り、自殺は個人の問題でなく社会的問題として捉える必要があることを理解されるよう努める必要がある。

· 年1回のこころの健康自己チェックをどのように活用していくか検討の必要がある。

· 身近で専門的な相談の場としてこころの健康相談会は継続する必要があると思われるが、特定高齢者で把握されたケースの支援も必要。

· 支えあい・誰もが住みやすい町づくりを勧めるためにもボランティアの継続研修や地区組織のマンパワーで身近な相談相手として孤立を防ぐことができればと考える。

【まとめ】

自殺者の中には隠れたこころの病気があり、周囲がそのことに気づくことができなかったことも考えられるため、今後も自殺者をゼロにするためには精神疾患などについての理解を深め、知識が高まることにより、本人はもとより周囲が気づき、適切な治療に結びつき自殺者を減らせることができるよう活動を続けたい。

	
	

	市町村名
	檜枝岐村
	担当課
	住民課

	連絡先
	電話　0241-75-2502   Ｅ- mail　resident @vill.hinoemata.lg.jp

	自殺等の現状
	人口密度は1.73と低いが、村面積のほとんどが国有林で、住宅が密集している。人口は624名で、高齢化率は約34％。（平成21年１月末現在）

平成５年から平成１５年の１０年の間に８名もの自殺者があり、平成１６年度から自殺予防対策事業を実施。平成１６～１８年度までは自殺者数０。平成１９年度に１名自殺者が出た。平成２０年度は今現在０名。

	事業の目的
	うつ病に関する知識の普及啓発及びうつ病の早期発見、早期相談体制を整えると共に、地域で支え合い生活できる健康な村づくりの一環としてこころの健康・うつ病予防事業を実施する。

	事業名
	檜枝岐村　心の健康うつ予防対策事業

	【事業概要】

平成１８年度（南会津保健福祉事務所のモデル事業として実施）
　

１　心の健康づくり検討会：年２回 ※既存組織を活用し、うつ予防事業民生委員研修を実施
２　心の健康調査（二次予防）
４０歳以上の村民にうつスクリーニングを実施。心の健康度自己評価票及び健康に関するアンケートを郵送。陽性者に面接調査を実施した。※調査願いの文書に電話相談窓口を掲載。

３　うつ病に対する正しい知識の普及啓発（一次予防）

1 心の健康講演会：年２回

第１回：みんなで考えるこころの健康づくり（講師： 精神科医師）
第２回：こころの健康を保つために(講師：県精神保健福祉センター所長 )　

　　　②村内回覧でうつ病に対する情報提供：年２回

　　　③福島県で発行している「こころのかぜ　うつ病を知っていますか」（心の健康づくりパンフレット）を全世帯配布

　　　④公民館報に事業内容とアンケートの調査結果を掲載し、住民に周知した。

４　うつ病及びうつ予備軍への支援（二次予防）
1 心の健康教室：年３回

第１回：運動休養リラクゼーション（講師：健康運動実施指導者）

第２回：リラクゼーション・癒しのマッサージ（講師：リフレクソロジスト）

第３回：ストレスとの上手な付き合い方（講師： 臨床心理士）

2 要支援者への訪問・電話による見守り支援・相談対応。
③　健康相談時、「不眠」「食欲不振」等うつ的症状がないか確認。

　

５　身近な相談体制づくり（一次予防）

　　　ふれあい相談員の育成として民生委員研修会実施：年１回

平成１９年度（モデル事業内容を継続し、檜枝岐村単独で実施）
基本は平成１８年度と同様であるが、自殺者が出たため、さらに以下のような対応を行った。

　１　自殺者発生時の対応

1 遺族等に対する訪問

2 周囲の日常生活の変化の有無（レセプトチェック、ゲートボールを急に休んでないか、近所にお茶飲みに出ているか等）

3 うつ病についての再度、村内回覧で周知

4 健康相談時、「不眠」「食欲不振」等うつ的症状がないか確認。

平成２０年度（モデル事業内容を継続し、檜枝岐村単独で実施）

平成２０年度は「毎回同じことを聞かれて嫌だ。」という住民の意見があったため、自分や家族に振り返ってもらうような形にしていこうと、心の健康度自己評価票を回収せず、「自己チェック」「家族のチェック」ということで、配布だけにした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　その他、新しく以下の取り組みを実施した。

　１　うつ病及びうつ予備軍への支援

①要支援者（生活機能アンケートでうつに該当した者すべて）への訪問

②生き生きサロン実施：地域の人が気軽に集まれる交流の場を保健センターに設置。

６５歳以上で歩いて保健センターに来られる人対象。保健師が主で実施しているが、後々は自主化する予定。当初、２名程度の参加であったが、現在は８名程度参加している。集まって話をする以外に、健康に関する情報提供や簡単な運動を行っている。）

１次予防：うつ病に関する知識の普及、電話窓口の周知、交流の場の設置、心の講演会実施。

２次予防：アンケート結果からうつ病の可能性があった方に対し電話相談、保健センターへ来所、こころの健康教育実施。健康相談時うつ病の疑いがないか確認。レセプトチェック。医師・民生委員との連携。

３次予防：遺族等への訪問。日常生活の変化の有無。レセプトチェック。
【事業の効果（成果）】

· 少しずつではあるが、うつ病に対する知識が高まった。健康相談時、「うつ病かもしれない」「冬季うつ病だ。」という声を聞くことができた。

· アンケートを実施することで、普段あまり関わりを持たない人とも話すことができた。

【今後の課題】

　平成１９年度に自殺者が出てしまった。検証すると家族のうつに対する理解不足とかかり　　つけ医と専門医の連携不足があげられた。今後も継続してうつ病の知識普及、早期発見・早期治療に努めると共に、医師との連携に努めていく必要がある。

【まとめ】

　自殺予防事業は平成16年度に開始し、うつ病について正しい理解と対処の仕方についての普及活動、うつスクリーニングの実施などを行いました。うつのスクリーニングでは陽性者に対し全戸訪問を実施。その中にはうつ傾向のある人、勘違いで○をつけてしまった人などいろんな対象者がいましたが、ゆっくり話を聞くこと、信頼関係を築くことが重要であることを再認識しました。うつスクリーニングの結果を住民に報告した際に、ある方が「うつ傾向の人は私だけじゃなかったんだね」と話されていたことが印象的でした。
平成18年度は南会津保健福祉事務所の支援を受けながら、自殺予防の体制の充実を図りました。1.こころの健康づくり検討会の開催、2.心の健康調査、3.講演会、4.教室・相談・訪問、5.身近な相談体制づくりなど５本の柱で事業を展開しました。この中でも気になる方は何人かいましたが、時々声をかけたり、病院の受診を勧めたりしながら様子を見ているような状態です。またこの事業に関係なくうつ病の人に関わることがありました。その方は、うつ病になって恥ずかしいという思い、家族の理解が得られないなど治療によい影響を与えないことがありました。これはうつ病に対する理解がないことから生じるものだと思います。ですから、うつ病の普及啓発の重要性、いろんな場で話題として取り上げることが大切であると思います。
今後、どう自殺予防を定着させていくか。精神科受診には２時間もかけて若松まで行かなければなりません。ちょっと気になる人が気軽に診療所を受診できるようかかりつけ医との連携や、家族や近所の人、友達の気付きを役場や保健所などの「こころの相談窓口」に繋ぐなど、檜枝岐村だからこそできることを探りながら、高血圧や高脂血症のように、どこにでもある、誰もが罹りうる病気であることを普及しながら進めて行きたいと思います。そして、平成２０年度からまた自殺者０名を継続できるよう、「すべての村民が健康で生活できる」村づくりをしていきたいと思います。

	
	


	市町村名
	下郷町
	担当課
	生活課

	連絡先
	電話  0241－69－1199  Ｅ- mail　kenkou_01@town.shimogo.fukushima.jp

	自殺等の現状
	人口は、7,045人である。65歳以上人口は2,447人であり、34.7％を占めている。(平成20年4月)

下郷町における自殺者数は、平成元年から平成19年までの19年間で38人（概数）である。平成13年までは年間1人から２人で推移したが、平成14年からの6年間では3人～6人で計21人と増加している。平成14年からの21人の自殺者の年齢は、65歳未満が14人、65歳以上が7人であった。65歳以上の7人のうち4人は80歳以上の高齢者であった。

　南会津郡内には、精神科の診療科がなく、受診するには、会津若松市まで約１時間かかる。身近に「こころ」の状態を相談できる医療機関がない地域性がある。

	事業の目的
	　うつ病に関する知識の普及啓発とうつ病の予防、早期相談体制を関係機関の連携により築き、共に支え合う健康な町を目指して、こころの健康・うつ予防事業を実施する。

　特に65歳以上に対する生活機能評価の中で、うつの項目が陽性であっても、対応できずにいる現状のために、データを有効に生かして高齢者のこころの健康をささえる一助とする。

	事業名
	下郷町こころの健康・自殺予防対策事業

「高齢者のこころの健康をささえる」

	【事業概要】

1． 実施期間　平成19年度～平成20年度の２年間
2． 実施機関　南会津保健所、下郷町

特に高齢者のこころの健康をささえるために、生活機能評価アンケートを有効にいかして事業に取り組むこととする。

3． 内　　容

1） 高齢者に対するこころの健康支援　

　　　生活機能評価事業において、うつ項目５項目中2項目以上該当者に対して相談事業を行う　

　①65歳以上町民に対して介護予防のための生活機能評価を実施

· 平成19年度　1,041人（42％）実施　

· 平成20年度　1,777人（74％）実施　

　②うつスコアが高い方に対して保健師によるうつスクリーニング訪問調査実施

· 平成19年度　陽性者113人中43人（陽性者の38％）が二次調査対象

（うつ項目・うつと閉じこもり陽性のみを対象）

43人の訪問結果7人（二次調査の18％）がこころの相談会対象となる　　　　　　

· 平成20年度　陽性者585人中32人（陽性者の５％）が二次調査対象

（電話での確認を経て）

　32人の訪問等結果13人（二次調査の41％）がこころの相談会対象となる

　③訪問調査等結果により、こころの健康相談会（専門医）の実施
　　☆　平成19年度　7人中、要観察1人要治療6人となる

　　☆　平成20年度　13人中、要観察7人要治療5人となる

　④高リスク者への支援計画作成

⑤こころの健康教室の実施　

· 平成20年度は、二次調査対象となった方に対して、運動、音楽、睡眠をテーマに３回の教室を実施

2） うつ病に対する正しい知識の普及啓発

1 民生児童委員を対象に研修会の開催

　　　　　　　うつ病の知識やこころの相談の受け方についての研修　　

2 地区での健康教室

　　下郷町には、27地区に高齢者が月に1回程度自主的に集まるサロンが結成されている。うち１地区を選定し、心の健康教室を開催

【事業の効果（成果）】

　高齢者に対するこころの健康調査をていねいに実施できたことで、現在もうつ病の治療を続けたり観察している町民がいる。こうしてこころの健康支援ができたことは事業の成果である。

生活機能評価は、県内の全市町村が実施し、特定高齢者の介護予防のための活用は十分にされていることと思う。しかし、うつ予防まで活用するのは大変な労力を要する。そのためになかなか取り組めずにいる市町村が多いのではないかと推測する。今回南会津保健所の支援を受けて事業に取り組めたことで生活機能評価を有効に生かせたことになる。

　平成２１年度においても、生活機能評価からうつのスコアの高い人に対しての相談会の実施と健康教室を実施することとした。

　また、民生児童委員は今後増加するであろう、こころの健康に関する相談を身近に受けるための知識を得ることができた。

　また、保健師自らもこの事業に取り組んだことで、うつ予防スクリーニングの面接技法を学んだり、家庭訪問等をとおして町民のこころの健康状態を把握できたことは収穫が大きかった。

　

【今後の課題】
　自殺者の現状でも述べたが、自殺者の3分の2は65歳未満である。今後65歳未満の人たちのうつ予防対策が重要になってきている。広報紙にうつ病に関する情報やうつチェックリストを載せるなどして、広くうつ病の啓発をしていく予定である。また、いつでも相談できるなど相談窓口のピーアールも必要になっている。

　高齢者のこころの健康については、平成21年度についても生活機能評価を生かして取り組むが、アンケートのために質問項目のとり方でスコアが高く出てしまう人が多く、その後に電話等で再確認する作業が大変な時間を要することになってしまう。（昨年は585人に電話確認を手分けで実施）質問への答え方を、注意書きを大きくする、高齢者の教室で周知するなどの工夫をしていく必要がある。

下郷町には、38地区中27地区に高齢者のサロンが結成されている。住民同士が気軽に集えるサロンの存在は大きい。事業では1地区でのみのサロンに入ったが、平成21年度以降は、他の多くのサロンにおいてもうつ病についての知識の普及に努めていきたい。

前述したように、南会津郡内には専門の医療機関がなく、1時間をかけて受診しなければなら
ない。そのためにも住民自らがこころの健康に対する意識をもち、身近に相談できるという体制を強くしていく必要がある。南会津保健所で月1回実施している心の健康相談は、精神科医に相談できる数少ない場であり、町にとって心強い事業である。うつ予防、自殺予防においても活用していきたい。また、かかりつけ医との連携を持ちながらうつ予防に取り組んでいく必要がある。
【まとめ】
　これまで町としての精神保健事業と言えば、精神障害者社会復帰事業（デイケア）と家庭訪問が主であった。しかし、平成19年度、平成20年度と保健所の支援を受けて、うつ予防、自殺予防に取り組めたことは下郷町にとって意義のあることであった。

　平成20年の自殺者は、1人(６５歳以下)と平成14年以降最少の人数である。しかし、厳しい経済情勢の中で、うつ予防、自殺予防はますます重要になってくるものと思われる。今後、広く町民にうつ病に関する知識の普及と、身近に相談できる体制を構築していき、自殺で町民を失わない町を目指していきたいと考える。

	
	


	 市町村名
	 　 双葉町
	 担当課
	    保健福祉課

	連絡先
	 電話：0240-33-2111　E－mail：hokenfukushi@town.futaba.fukushima.jp

	自殺等の

現状
	・ 総人口は、平成19年7,357人で5年間に４%減少。少子高齢化が高い水準で進み、　　　　　　　　　　　高齢人口 19年の高齢化率25.3％、年少人口比率 13.3％となっている。
・ 就業率48.1％で減少傾向、１次産業従事者割合10％を下回り、2次産業も27.1％　　に低下、3次産業はやや上昇傾向。
・ 自殺者数は平成16年1人、17年0人、18年1人、19年2人となっている。

	事業の
目的
	・ ハイリスク者に対し個別支援・相談を行い、こころの健康増進を図る。
・ こころの健康に対する理解を深め、こころの健康意識を高める。

	事業名
	  双葉町こころの健康・自殺予防対策事業 

	
	      働き盛りの中高年のメンタルヘルス・スクリーニングを通して   

	【事業概要】  （「相双保健所こころの健康・自殺予防対策事業」と合わせて実施）
１．啓発活動（１次予防）
　目的：うつ病は自分だけではない、早期に対処し予防に繋げることの大切さを伝える。
　　①町広報誌に掲載※別紙参照
　　「こころの風邪・うつ病を考える」「気づいて！こころの危機」
　　②講演会の開催
　　　対象：地域住民、関係職員  
　　　内容：精神科医師による講演「ストレスとうつ病－予防できるこころの健康－」
　　　　・勤労者も参加しやすいように18時30分から開催し、予想以上の参加があった。
　　　　　（87名参加）
２．「こころの健康づくり検討会」の立ち上げ
　　①目的：啓発活動を含め、取り組みについての理解と協力を得る。
　　　　　  地域での支援体制づくり
    ②参集者：11団体の代表者（医師・区長・保健協力員・商工会・民生児童委員等）
　  ③回数：年２回
３．「こころの健康スクリーニング」の実施（２次予防）
    ①対象：２行政区を選定し、40～64歳までの国民健康保険加入者。
    ②一次スクリーニング・・・・・「心の健康度自己評価票」を郵送で配布・回収。
                             未回答の者に対し訪問にて勧奨。
    ③二次スクリーニング・・・・・心の健康調査票・精神科医の面接
　　　　　　　　　　　　　　  一次陽性者73名のうち9名（12.3％）実施
                             （異常なし6名、要観察2名、要医療1名）　   
４．ハイリスクグループへの事後指導（２次予防）
①一次スクリーニング陽性者で二次スクリーニングを希望しない者に対し、電話で理由を確　認。
　「自分で解決できる」「身近に相談できる人がいる」「医療機関を受診している」という理由が多かった。「忙しくて無理」「病人扱いされ抵抗感あり」という者も数名いた。

②希死念慮や客観的にリスクが高い者に対し、訪問実施（15名）。

	「アルコール依存症放置」「多重債務」「姑の介護」「うつ既往後糖尿病等治療中」「高次機能障害」「不眠」等、うつだけでなく多様化している問題がストレスの原因       となっていることがわかった。
５．地域の支援者育成のため研修会の開催
　　　対象：民生児童委員・包括支援センター職員・ホームヘルパー等
      内容：臨床心理士の講演「家族心理と支援について－PTSDと周囲の支え方－」
　　　　　　（26名参加）
【事業の効果（成果）】
①啓発活動、こころの健康づくり検討会等各種団体に働きかけたことにより、公的な取組み、問題として理解され関心を高めることができた。
②一次スクリーニングや訪問を通し、「こころの健康問題」について閉鎖的で偏見を持　　　　っていることがわかり、普及啓発の大切さを実感した。
③ハイリスク者の訪問結果により、表面に現れない深刻な問題を抱えたケースが多い事がわかり、「相談しやすい環境づくり」と「相談してもいいんだ」という意識を育てることの大切さを知った。
④地域住民が「こころの健康自己チェック」ができ、早期相談が実現できるよう相談窓口の整備が必要である。
【今後の課題】
①現実にはタブー視されている「こころの病気」について、今後色々な機会を通して、正しい理解の普及啓発に努めていかなければならない。
    ②早期発見・治療・相談に繋げるため、地域の人材育成に努めなければならない。
【まとめ】
　以前は、県が精神保健業務を担当していたため、町保健師には“精神保健は難しい”と思っていたが、今回の一連の事業を通し抵抗感が少なくなったように思う。
　こころの健康問題については、自分から積極的に相談することに抵抗感があり、早期相談に繋がらないという現状が明確になったため、普及啓発に力を入れて行かなければならない。そして、我々保健師もこころの健康問題に対するスキルアップを図って行く必要が
　ある。
　　また、今後も関係機関との連携を図りながら、こころの健康づくり活動を進めていきたい。



	
	


	市町村名
	飯舘村
	担当課
	健康福祉課健康係

	連絡先
	電話　0244-42-1619      　 E-mail　 kenkou@vill.iitate.fukushima.jp

	自殺等の現状
	平成２０年１０月１日現在人口６，６９９人、高齢化率２８．５％

Ｈ19年11月の受診状況をみると気分障害（感情障害）で受診している50～60代の女性が多く、村外医療機関への通院が９７％である。過去７年間の自殺者の合計数は、男性に多く70歳代男性、ついで40歳代の働き盛り世代に多い。女性の自殺は60代が最多である。


[image: image18.emf]うつ病の治療状況

（平成１９年１１月診療分ICD10のF30～３９まで計上）
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	事業の

目的
	　楽しみや生きがいのあるこころ豊かな生活を目指し、一人ひとりのこころの健康に関する意識を高め、地域全体でこころの病気をもつ人をサポートする体制をつくる。

	事業名
	　自殺予防対策事業～心をまでいに～

	【事業概要】

村では、「一人ひとりの命をまでいに輝かせる村づくり」（第２次飯舘村保健計画）を平成１６年度に策定し、課題としてこころの問題を取り上げていた。平成17年に県の自殺予防対策モデル事業をきっかけに取り組みを始めた。

１うつ・自殺予防対策検討会（協議会）：健康づくり推進協議会の開催

２うつスクリーニングと事後フォロー：うつ受診者および自殺者が多い高齢者をターゲットにうつスクリーニングを実施し、こころの健康教室の開催、各行政区のミニデイサービス等でうつ予防講話を実施した。

３普及啓発：働き盛り世代は、講演会等でうつ予防普及啓発を行った。

４人材育成：ミニデイサービス世話人、保健協力委員、民生委員を対象に心の健康講話を実施した。

＜村の自殺予防対策の取り組み経過＞

平成１７年度

平成１８年度

平成１９年度

平成２０年度

１スクリーニング

２うつ該当者への支援

３普及啓発

４人材育成

５検討会

モデル事業

６５歳以上

心の健康教室

心の健康講演会

広報

講演会に兼ねる

設置

介護予防事業

６５歳以上

→　継続

→　継続

→　継続

ミニデイ世話人

→　継続

→　継続

→　継続

→　継続

→　継続、全行政区へ介入

講演会に兼ねる

→　継続

→　継続

家庭訪問

全行政区、介護予防事業教室

→　継続

【事業の効果（成果）】

 ①うつスクリーニング（一次：アンケート、二次：医師の診察）により、うつ早期発見・治療につながるケアができた。

②心の健康教室の結果、うつ予防効果が見られた。

　教室の回を重ねるごとに、表情が明るくなり、参加者同士の話し合いも弾み、人前で自分を表出できる人が増えた。アンケートでは、「自分の考えが前向きになった」「悩んでいるのは自分だけでないことが分かり心が軽くなった」という感想あり、同じ境遇をもつ仲間としての連帯感が生まれ、ピアカウンセリング効果があった。

③保健師の意識の変化

自殺は予防するために、心理的なｽﾄﾚｽと身体やこころの病気の関係も含め、健康づくりの大切さを認識できた。既存の事業や今後取り組む事業の中で、こころの健康について周知、うつハイリスク者を救い上げる方法を検討し、要支援者へ家庭訪問を行った。また、他課との連携の必要性を感じ、住民課窓口に自死遺族会のパンフレット等の配置を依頼した。

④自殺者数の変化→平成１７年以降、減少傾向にある。

【今後の課題】

　村は、働き盛り世代男性の自殺者が多いが、うつ治療者は少なく、村内企業へこころの健康講演会の周知をしても、男性の参加が少ない現状がある。４０歳から６５歳未満の方はスクリーニング調査を行っていないため、うつ傾向にある人の早期介入が課題である。また、自分の心の不調は気づきにくいので地域の要となる人（特にミニデイ世話人、民生委員）にうつ予防知識を普及し、早期発見、対応ができるよう人材育成を行うことが必要である。

その他、ピアカウンセリングの場として自死遺族会の必要性は感じるが、濃密なコミュニティの中での遺族会等の立ち上げは難しい現状にあるが、今後、必要がある場合には取り組みを検討する。

【まとめ】

うつ治療者の村外医療機関の受診率が９７％であることから、心の病気について人に知られたくない思いが伺える。しかし、こころの健康教室を開催したことで、心の悩みを話せる場があり、悩んでいるのは自分だけでないと気づけたことは、心の病気について隠しておきたいという偏見への対策として第１歩を踏み出したと思う。

当初、村の自殺が多い現状やうつ予防について周知した時の住民の反応は無反応で、自殺について話題にしにくい雰囲気があった。しかし、自殺予防対策を進める中で、泣いてしまった遺族のつらさを仲間が自然に受け止めることができたり、心の痛みを表出することに周囲が温かく受容できる雰囲気が育っていると感じる。

一方、保健師として自殺を言葉に出すことは、遺族を傷つけてしまうのではないかという不安やためらいがあったが、自分の気持ちを大切にすること、こころの健康や不安な気持ちを安心して表出できる場の確保、遺族の心のケアの必要性を再認識する機会になった。

今後も自殺予防対策事業を継続し、１人ひとりのこころの健康に関する意識を高め、必要な治療を受けたり、心の相談ができる人を増やしたい。また、自分のこころの不調は自覚しにくいので、家族や仲間がうつ病のサインを知り、適切な対応がとれるよう、地域全体で心の病気をもつ人をサポートできる体制をつくり、長期的な視点で自殺者の減少に努めたい。

	
	


	市町村名
	郡山市
	担当課
	保健所地域保健課

	連絡先
	電話：024-924-2163　Ｅ-mail：tiikihoken@city.koriyama.fukushima.jp

	自殺等の

現状
	年次
人口
自殺者数
死亡率
平成１７年
338,830
１０１
２９．８
平成１８年
338,999
９３
２７．４
平成１９年
339,157
９９
２９．２


	事業の目的
	市民一人ひとりが、自殺問題に関心をよせ、うつ病の早期発見と早期治療の必要性を理解できるよう周知啓発を実施する等、精神保健福祉事業の一環として自殺予防対策に取り組んでいく。

	事業名
	郡山市保健所自殺予防対策関連事業

	【事業概要】

１　講演会「こころの健康講座」の開催　１～１３回
市民を対象に、行政区単位で市内全地区において開催した。　　　　　　　　　　　　　　

２ 自殺予防週間における啓発活動：駅前、商工会議所、行政窓口でリーフレット等を配布。
３ 相談窓口の充実

・保健所、行政センター、駅前相談センターで精神保健相談を随時受け入れる。　　　　　　
・各相談窓口との連携：相談や連携を促進するため相談担当職員等を対象に研修会を実施。　

４ うつ病家族教室の開催（２回１コース）※詳細は下記参照

５ 民生委員・健康づくり推進員等への研修会の開催　３回
６ 市民への周知啓発

・「広報こおりやま」へ掲載（別紙参照）
　　　増加傾向にあるうつ病について精神保健福祉協会郡山支部長との対談・事例等掲載した特集（６ページ）を掲載。

　・自殺対策リボン（萌黄色のリボン）による啓発：市職員、市議会議員への協力依頼

　・ポスター「自殺予防週間広報ポスター」等の掲示

・リーフレット「うつ病を知っていますか」、チラシ「相談機関のご案内」の設置と配布

７ 精神科医による相談（２２回）

　　こころの健康相談の回数を６回に増やし、うつ状態等の相談に対応できる体制とした。
８ 自死遺族支援団体等へ繋げる活動

９ 他機関との連携…精神保健福祉協会等

※うつ病の家族に視点をあてた「うつ病家族教室」の開催　

事業の目的：うつ病についての正しい知識、患者への具体的な関わり方等を理解し、また

患者家族が互いに情報交換を行える場とする。

技術援助者：精神科医、精神保健福祉相談員、臨床心理士、保健師、ケースワーカー等
事業の形式：１回目…講話を中心に実施。

　　　　　　２回目…グループワークを中心に実施。

· 平成１９年度参加者：実人員２３名、延人数３８名
月　　日
内　　　　容
ねらい
講師
１
６月14日
（木）
開講式
講話「うつ病の正しい知識」～うつ病を知ることから始めましょう～
家族が疾病の要因や症状等について理解できる
針生ヶ丘病院
院　長
　　熊倉　徹雄氏
２
６月19日（火）
講話「家族の役割と接し方」グループワーク
家族が本人への対応の仕方について考えることができる
あさかホスピタル
臨床心理士
鈴木　泰子氏
· 平成２０年度参加者：実人員３９名、延人数７０名
月　　日
内　　　　容
ねらい
講師
１
10月22日
（水）
開講式
講話「うつ病の家族に寄り添うために①」～うつ病を知ることから始めましょう～
家族が疾病について理解する
星ヶ丘病院
院　長
　　沼田　吉彦氏
２
10月29日（水）
講話「うつ病の家族に寄り添うために②」～家族の接し方～
家族が本人への関わりについて再考する
星ヶ丘病院
総合相談・地域連携室係長　医療ソーシャルワーカー
阿部　和紀氏
【事業の効果（成果）】

· 自殺予防について他人事という意識を払拭し、市民が迷わずに必要な相談機関に繋がる体制づくりを関係機関で協議できた。

· 市民への講座を地区単位で実施し、うつ病や自殺予防について周知啓発することができた。

· 市職員や市議会議員等が自殺対策リボンを付け啓発を担っている。

· うつ病について、身近な存在である家族が正しく認識し、自殺を予防していく。
【今後の課題】

· 中高年の特に男性への働きかけについてどのように実施していくか検討する。

· 相談体制が十分とはいえない環境を改善し、相談者のニーズに応えていく。

· 精神保健福祉事業の中での事業に限局しないよう、関係機関と事業計画から連携し、

関連した事業については情報交換していく。

【まとめ】

自殺対策は、精神保健福祉分野だけで実践するものではなく、当市においても自殺対策庁内連絡会が必要であり関係部間の連携を充実・強化し、自殺予防に繋がることを意識した事業を展開していくことが大切である。

	
	


	市町村名
	いわき市
	担当課
	保健所地域保健課保健予防係

	連絡先
	電話　0246－27－8595　　Ｅ‐mail　

	自殺等の現状
	人口　　→　３４万７２８９人（平成21年2月１日現在）


平成１７年

平成１８年

平成１９年

自殺者数

１０２人

９６人

９０人

自殺率
２８．８

２７．２

２５．７

地域特性→　市内全般の状況としては特記すべき点はないが、市内の山間地区での自殺発生がやや多い傾向ある。

	事業の目的
	自殺予防の重要性を理解し、早期発見・対応が可能となるような取り組みを推進。

	事業名
	いわき市自殺予防対策関連事業（精神保健福祉事業の一環として実施）

	【事業概要・事業の効果（成果）】

１こころの健康講演会の開催（一次予防）

内容：一般住民を対象に講演会を開催し、うつ病・自殺予防についての普及を図る

１）H１９年度：１回　テーマ「自殺を防ぐ」

２）H２０年度：２回　テーマ「アルコール依存症とうつ」

「うつと自殺を減らすために」（精神保健福祉協会との共催）

効果→事業の参加者からのアンケートや直接の声として、自殺予防の意識の向上は図られているものと思われる。また、保健所における電話や来所の相談件数が増加している。

課題→・参加希望者を待つのみではなく、他部署（たとえば学校や企業団体等）へ出向くといったような積極的な介入を検討。

・市内１箇所の実施ではなく、開催地区を保健福祉センター単位（市内７箇所）で検討。）。

２うつ家族座談会（二次予防）

目的：うつ病患者を抱える家族が、集団のもつ相互援助的な力を利用して支えあい、自身の持つ潜在的な力を回復・強化できることを目的とする。

広報：医療機関を通じて対象者の家族へ声かけを行った。

内容：

1） H１９年度：座談会「～うつ病の患者を抱えて～」の開催。　１回

場所：いわき市総合保健福祉センター　会議室　13時30分～16時

スタッフ：精神科医師・精神保健福祉士・当事者（発表者）保健所職員５名

内容：医師・家族・当事者にあらかじめ依頼し各１名ずつ現状や体験を発表。その後、精神保健福祉士が座長となり参加者とのディスカッション形式で進行。

参加者２５名。活発な意見交換がなされたほか、当事者のみの会の開催要望があった。

２）H２０年度：前年度の要望を受け、当事者のみの座談会として企画。しかし、同様の方法で広報したものの、参加申し込みは２名しかおらず座談会の実施は見送った。

効果→１９年度は、対応方法についての活発な意見交換があり、情報交換の場として有効に機能したと評価できた。

課題→１９年度の参加者からは、継続実施の声も上がったものの、対象者を当事者とした場合、本人の体調の波や就労している方もいることから、開催の曜日や時間等に配慮を要するものと思われる。様々な個人の背景や病状があり、個人のニーズにこたえることの困難さを感じる。

　　　３　心のケア講座の開催（一次予防）

も　　目的：自殺の現状および対応方法について学ぶ。（演習を含めた学習の機会）

対象：地区の民生委員・精神保健ボランティア等、相談を受ける機会が多いと思われる地域の支援者。

内容：H２０年度　年１回実施　５３名参加

　　　テーマ「こころのケア講座」

　　　場所　いわき市総合保健福祉センター　会議室　　１０時～１５時

　　　内容　①医師講話「自殺の現状について」（午前）

②精神保健福祉士講話と演習「悩んでいる人とのかかわり方について」（午後）

効果→参加者の反応から、自殺予防に関する理解を深めると共に、対応についての知識を得ることができた。

課題→まだまだ「自殺」をタブー視する現状あり。「気づく・つなぐ・見守る」をテーマとし、今後、より多くの方の理解を得るため同様の講座を市内各地区にて開催。また、専門職（行政、相談機関等）に対するより専門的な研修の開催を企画。

４　庁内連絡会（その他）

· H２０年度：庁内関係課長会議を開催（１回）。

目的；自殺予防に対する理解と共通認識を持つため、庁内の各相談窓口を担当している部署の課長会議を開催。

内容：各部署における自殺関連相談の現状と体制についての報告を行った上で、取り組む上での課題について協議を行った。

関係課：広報広聴課・消費生活センター・保健福祉課・障がい福祉課・児童家庭課・長寿介護課・商工労政課・学校教育課・警防課・共立病院・保健所

効果→自殺予防に対する理解を得る機会となった

課題→庁外を含めた体制の基盤整備

【今後の課題】

・当市における自殺予防対策は、精神保健福祉業務の一環として実施。事業推進の根拠となる自殺予防対策に特化した計画の作成について今後検討を要する。

・ハイリスク者への積極的な介入方法について、市内の体制を吟味し今後検討していきたい。

【まとめ】

今後、普及啓発および相談機関の充実を図ることに重点をおき、「気づき・見守り・つなぐ」をキーワードとして、対応方法に関する事業の展開を考えていきたい。

	
	


	機関名
	福島県県北保健福祉事務所
	担当課等
	健康福祉部 保健福祉課

	
連絡先

	　電 話　 （０２４）５３４－４３００ 
　E-mail 　 kenpoku.hokenfukushi@pref.fukushima.jp

	自殺等の現状

	　福島市、二本松市、伊達市、本宮市、桑折町、国見町、川俣町、大玉村の４市３町１村を管轄し、平成２０年４月１日現在の人口が５０２，６１２人である。
　管内における自殺者数及び自殺率（人口１０万対）は、平成１７年 １３６名（２６．６）、平成１８年 １４５名（２８．５）、平成１９年 １３３名（２６．３）である。

	事業の目的

	　職域と連携しながら、県北地域の職域におけるこころの健康・自殺予防に関する意識及び取り組みの状況等を把握し、事業所等におけるこころの健康・自殺予防の普及啓発と従業員のこころの健康づくり支援を行うことを目的とする。

	事業名
	　職域との連携によるこころの健康・自殺予防対策事業

	【事業概要】
１　こころの健康・自殺予防に関する実態調査の実施
　  今後の中高年のこころの健康・自殺予防対策を効果的に推進していくための資料とすると　ともに、商工会議所・商工会を通して職域との連携を図ることを目的とした。
(1) 商工会議所・商工会への調査
　  管内の商工会議所（２か所）・商工会(１１か所)を調査対象とし、こころの健康、自殺予　防に関する取り組みの状況、事業所における取り組み状況の把握の有無、事業への協力等に　ついて、訪問にて依頼し調査を実施した。
(2) 大玉村内事業所の事業主への調査
    大玉村村内にある事業所の事業主を調査対象（１７３名）とし、こころの健康･ 自殺予防　に関する取り組みの状況、こころの健康講座の実施希望等について、大玉村商工会の協力を　得て調査票を配布し郵送にて回収し調査を実施した。
２　事業所等におけるこころの健康づくりへの支援
    従業員一人一人が、自分自身のこころの健康に目を向け、自殺予防に関する正しい知識を　持ち、こころの健康づくりができるように動機づけすることを目的とした
(1) 保健福祉事務所出前講座の活用
　　出前講座に申し込みのあった事業所２か所に対して、こころの健康・自殺予防に関する知　識及びストレス対処についての健康講座を実施した。
(2) 健康講座の実施
    大玉村内事業所（１か所）を対象に健康教育の実施を予定していたが、不況等の理由によ　り、平成２０年度中に実施することができなかった。
３　事業所等に対するこころの健康・自殺予防に関する普及啓発
    事業所等が自殺の現状を知り、従業員等のこころの健康・自殺予防への取り組みの必要性　を理解し対応していけるよう普及啓発を図ることを目的とし、チラシの配布を行った。
　　チラシの内容は、自殺の現状及び自殺予防、心の健康度自己評価票と対処法、相談窓口等　を掲載し作成した。
〈配布先〉
　　・商工会議所　：２か所
      商工会      ：１１か所
　  ・事業所　　　：１０，１３５事業所（商工会議所・商工会を通じて配布）
    ・ハローワーク：１か所（１００部配布）


	４　関係機関とのネットワークづくり
    関係機関等に自殺の現状と取り組みの必要性を周知し、こころの健康づくりと自殺予防対　策への取り組みの動機付けを行うとともに、関係機関とのネットワークづくりを行うことを　目的とした。
　　内容としては、当所健康増進課と連携して、「地域・職域連携推進事業」において、自殺　の現状、福島県及び県北保健所におけるこころの健康・自殺予防対策事業の紹介等の情報提　供を行うとともに、チラシ等を配布した。
(1) 働きざかりの健康講座検討部会における情報提供
    日　時：平成２０年６月３０日（月）
    出席者：福島地域産業保健センター、社会保険事業財団福島県支部、市町村等
(2) 県北地区産業保健・地域保健連携推進連絡会における情報提供
    日　時：平成２０年１２月８日（月）
    出席者：福島労働基準監督署、福島県商工会連合会、商工会議所、産業医、福島労働基準　　　　　　協会、全国健康保険協会福島支部、福島県国民健康保険団体連合会、福島県産業　　　　　　保健推進センター、福島地域産業保健センター、栄養士会、歯科衛生士会、福島            県保健衛生協会、市町村等
(3) 働きざかりの健康講座の実施事業所への情報提供、チラシの配布
    事業所数：４事業所
(4) 働きざかりの健康教育担当者研修会における情報提供
    日　時：平成２１年３月６日（金）
    対象者：事業所の衛生管理者、健康づくり担当者、産業医、市町村健康づくり担当者、
　　　　　　健康運動指導士、栄養士、産業・地域保健関係団体等

	【事業の効果（成果）】
１　商工会議所・商工会への調査及び保健所事業への協力依頼を実施したことで、商工会議所  ・商工会との連携を図ることができ、多くの事業所に自殺の現状や取り組みの必要性を啓発  することができた。
    また、今後、働きざかり世代への関わりを行う上で、商工会議所・商工会との連携が図り  やすくなった。
２　当所他課主管の健康づくり事業と連携を図ったことで、多くの産業関係機関に自殺の現状  や取り組みの必要性について啓発することができ、来年度以降の職場における取り組みへの  動機づけとなった。
    また、メンタルヘルス関連資料の提供等を行い、職域における取り組みへの支援につなげ  ることができた。
【今後の課題】
１　事業主への意識調査から、こころの健康づくりへの関心度や取り組みの少なさが把握でき  たことから、今後、働きざかり世代への健康教育や職場での取り組みを勧めていくために、  関係機関と連携した事業主への働きかけが必要である。
２　職場における自殺予防対策の普及啓発と定着と幅の広がりを図っていくためには、自殺予　防対策を新たな事業として取り組むだけでなく、現在、実施している健康診断や生活習慣病　予防等の健康づくり事業の中に自殺予防の視点を取り入れていくことが必要である。
　　また、今ある地域保健と産業保健のネットワークに自殺予防対策を含めた取り組みを行う　よう働きかけていく必要がある。
【まとめ】
    今後、職場における自殺予防を含むメンタルヘルス対策や過重労働対策等がより一層進め　られていくよう、産業保健等との連携を充実強化し、取り組んでいきたい。

	
	


	事務所名
	県中保健福祉事務所
	担当課
	健康福祉部保健福祉課障がい者支援チーム

	連絡先
	電話0248-75-7811    Ｅ- mail　kentyuu.hokenfukushi@pref.fukushima.jp

	自殺等の現状
	県中保健福祉事務所管内は、郡山市、須賀川市、田村市を含む１２市町村で、平成１９年４月１日現在の管内人口は、557,526人で、県全体の26.9％を占めています。自殺者数176人（31.5）H19年となっています。

	事業の

目的
	関係機関相互のネットワーク化を図りながら自殺対策のあり方や自殺予防活動の展開と定着を図り、相談窓口の整備など支援ができる地域づくりを推進する。

	事業名
	地域で守ろうこころの健康事業

	【事業の概要】

地域で守ろうこころの健康事業

１こころの健康づくり（自殺予防）事業検討会

　　H17年度～Ｈ20年度に、管内の自殺者数が全国・県平均よりも高いことから、管内の自殺者の状況・管内のこころの健康対策等について検討会をすることを目的に年１回開催した。

＜参集者＞

管内精神科病院代表者、須賀川・石川・田村各医師会代表者、管内市町村精神保健福祉担当課長、保健委員代表者等

＜実施内容＞

　　管内の死亡状況やこころの健康対策等の検討、こころの相談窓口の設置状況や県の自殺対策事業や福島県自殺対策推進行動計画等について話し合いを行い、地域の状況について情報交換を行った。

２こころの健康づくり（自殺予防）相談体制強化研修会

　　管内の市町村の保健師及び精神保健福祉士、地域包括支援センター職員等を対象に年１回研修会を開催した。

＜研修会の内容＞

H17年度「うつ病の理解と地域での早期発見と支援の方法について」

H18年度「うつ病の理解と地域での支援の方法について」

H19年度「精神関係者の対象者への面接技法について」

H20年度「自死遺族への相談の現状と相談の方法」

３こころの健康調査の実施

県中地域の自殺率が高いことから、こころの健康に関する生活環境要因や意識について、Ｈ１７年度（２町村）各７５０人とＨ２０年度にモデル村（村は、Ｈ１７年度と同一）で、層化無作為抽出で７５０人に対して実施。（注：モデル村は、うつ・自殺予防対策事業のモデル村である。）

Ｈ17年度とH20年度のモデル村の比較では、こころの健康自己評価の結果は、リスクあり群がH20年度は減少傾向にあったが、H17・20年度とも、２０歳代及び３０歳代など若年層に死や自殺について考える人の割合が多いという結果がでた。

調査の結果から、

1 家族関係の調整（悩み等を聞いてくれる関係作り）

2 若年層へのうつ・自殺予防の普及啓発　

3 気軽に相談できる相談窓口の設置等が必要

４こころの健康・自殺予防対策事業

　　モデル村から報告

５自殺予防キャンペーン

①　啓発用リーフレットの配布　

　　　Ｈ１７年度には、リーフレットを25,000部H20年度にも6,000部を作成し、管内市町村及び医療機関・地域関係団体等に配布した。

また、管内市町村等の広報や県中保健福祉事務所のホームページ等にうつ・自殺予防について掲載した。

②　街頭キャンペーンの実施

　　Ｈ20年度に9月の自殺予防週間にあわせ、管内の農産物直売所で街頭キャンペーンを開催

（内容）

こころの健康相談会（健康相談・血圧測定・体脂肪測定）

リーフレットの配布

個別相談の実施

６講演会の実施

　　地域住民や企業・地域のリーダー等を対象に講演会を開催。

精神保健福祉協会と協力し、モデル村の主な企業に対して実施。実施に当たっては、企業側の希望時間に考慮し実施した。

【事業の効果（成果）】

こころの健康づくり（自殺予防）事業検討会等では、

1 管内の医療機関や市町村等関係機関が自殺の現状や自殺未遂等実際の現場（医療機関など）で、対応に苦慮している現状について相互理解が図られ、各機関でできることから対策に取り組んでいくこと

2 まだまだ地域では十分に普及啓発がされておらず力を入れていく必要がある。等地域の問題を再確認できた。　

　街頭キャンペーンでは、若者から高齢者まで広い年代の多くの人に、リーフレットを配布できたことと自殺予防デーについても広く広報ができた。また、配布したリーフレットを見て相談に来所した方もあり、相談窓口等の普及啓発の必要性を改めて感じた。

【まとめ】

　・自殺や精神疾患に対する正しい知識の普及啓発と偏見をなくしていく事が、早期発見・早期治療につながり、自殺予防に結びついていく。特に、若年層へのうつ・自殺予防の普及啓発も重要と考える。

・だれでも気軽に相談できる相談窓口を設置することが必要と考える

・関係職員への基礎研修及び住民に対する啓発を続けていくことが必要と考える。　

	
	


自殺に関連する主な情報窓口等
①　内閣府　自殺対策ホームページ
　http://www8.cao.go.jp/jisatsutaisaku/index.html
◇自殺対策基本法（平成１８年１０月２８日施行）
◇自殺総合対策大綱（平成１９年６月８日）

◇自殺対策加速化プラン（平成２０年１０月３１日）　など掲載
②自殺予防総合対策センター（国立精神・神経センター内）：平成18年10月１日設置
　　自殺対策の情報発信と調査研究の拠点。
　　　電話：０４２－２４１－２７１２（内線６３００）

　　　ホームページ：「いきる」http://ikiru.ncnp.go.jp/ikiru-hp/index.html
　③福島県ホームページ

　障がい福祉課「心の健康や自殺対策」のページに自殺関連の情報資料、統計資料が掲載。
　◇福島県自殺対策推進行動計画　など

　ホームページ：「心の健康や自殺対策」

http://wwwcms.pref.fukushima.jp/pcp_portal/contents?CONTENTS_ID=11599
④福島県精神保健福祉センターホームページ

　うつ病・自殺関連の情報発信。うつ病・自殺対策の研修会の情報提供。

　ホームページ：http://www.pref.fukushima.jp/seisinsenta/top2.html
　心の健康情報のホームページ（相談窓口リーフレット等のダウンロード）：

　　　　　　　　http://www.pref.fukushima.jp/seisinsenta/mhealth/
⑤ＮＰＯ法人　自殺対策支援センター　ライフリンク　

　　ライフリンクは、自殺で親を亡くした子どもたち（自死遺児）の活動を受け継ぐかたちで平成16年10月15日に発足した。清水康之氏が代表を務め、自殺対策の法制化を求める要望書の提出や「自殺実態1000人調査」など「つながり」をキーワードにした自殺対策「いのちの支援」に取り組んでおり、情報発信もしている。

　　ホームページ　http://www.lifelink.or.jp/hp/top.html
【参考文献】
１　平成２０年度版　自殺対策白書　（内閣府）

２　保健統計の概況（福島県保健福祉部）

３　福島県警察本部　自殺の概要資料

４　福島県自殺対策推進行動計画　（福島県）

５　地域における自殺予防対策推進のためのガイドライン（国立保健医療科学院自殺予防対策検討委員会）

６　うつ対策推進方策マニュアル　（厚生労働省地域におけるうつ対策検討委員会）

７　うつ対応マニュアル（厚生労働省地域におけるうつ対策検討委員会）

発行　福島県精神保健福祉センター

住所　福島県福島市御山町８－３０

電話　024-535-3556　ＦＡＸ 024-533-2408

ホームページ　　http://www.pref.fukushima.jp/seisinsenta/top2.html
福島県精神保健福祉センター　で　検索




市町村におけるうつ病・自殺予防対策の手引き


―　中高年のうつ病対策を中心に―
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県内の年齢階級別自殺者数（男性）
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県内の性別自殺者数の推移





主な死因「自殺」による都道府県別順位（ワースト順位）
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地域特性：福島県の中央に位置する中核市で「経済県都」として発展。


将来都市像は、


「人と環境のハーモニー


　魅力あるまち　郡山」
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玉川村
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矢祭町
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【自殺のリスク（現在の精神状態：希死念慮）】


リスク低　　死にたいという気持ちはあるが具体的なことは考えていない


リスク中　　自殺の計画は考えているが直ちに実行する計画は立てていない


リスク高　　自殺の計画があり直ちに実行する用意がある（準備行動を始めている）





【自殺のリスク（状況から判断されるもの）】


自殺未遂歴


精神疾患の既往、罹患


サポート不足（配偶者と離別、近親者の死亡、社会的孤立）


性別（既遂リスクは男性が高く、未遂リスクは女性が高い）


年齢（年齢が高いほうがリスクが高い）


喪失体験（財産や仕事・地位を失うなど）


自殺の家族歴（近親者や知人に自殺者がいる）


事故傾性（事故を防ぐのに必要な措置をとらない。慢性疾患に対する予防・医学的助言を無視する）
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県内の年齢階級別自殺者数（女性）
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H１９年の年齢階級別自殺者数（男性）
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Ｈ１９年における原因・動機別





「健康問題」の自殺者（１６１名）
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　うつ病の治療状況

（平成１９年１１月診療分ICD10のF30～３９まで計上）
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